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第２回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成24年６月22日) 

 

第 ２ 回   熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 

平成24年６月22日(金曜日) 

            午前10時１分開議 

午前11時47分休憩 

午後１時１分開議 

            午後２時46分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成24年度主要事業等説明 

議案第１号 平成24年度熊本県一般会計補

正予算（第１号） 

報告第１号 平成23年度熊本県一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についてのう

ち 

閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて 

 報告事項 

  ①幸せ実感くまもと４カ年戦略（案）に

ついて 

②国営川辺川土地改良事業（利水事業）

について 

③国営大野川上流土地改良事業（大蘇ダ

ム）について 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 守 田 憲 史 

        副委員長 増 永 慎一郎 

        委  員 前 川   收 

        委  員 堤   泰 宏 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 磯 田   毅 

        委  員 緒 方 勇 二 

        委  員 九 谷 高 弘 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

農林水産部 

部 長 福 島   淳 

理事兼経営局長 梅 本   茂 

政策審議監 豊 田 祐 一 

生産局長 渡 辺 弘 道 

農村振興局長 田 上 哲 哉 

森林局長 藤 崎 岩 男 

水産局長 鎌 賀 泰 文 

農林水産政策課長 国 枝   玄 

首席審議員兼団体支援課長 吉 田 國 靖 

政策監兼団体検査室長 今 村 昭 彦 

農地・農業振興課長 船 越 宏 樹 

担い手・企業参入支援課長 田 中 純 二 

流通企画課長 板 東 良 明 

むらづくり課長 小 栁 倫太郎 

農業技術課長 松 尾 栄 喜 

農産課長 山 中 典 和 

園芸課長 野 口 法 子 

首席審議員兼畜産課長 平 山 忠 一 

農村計画課長 荻 野 憲 一 

技術管理課長 緒 方 秀 一 

農地整備課長 大 石 二 郎 

首席審議員兼森林整備課長 河 合 正 宏 

林業振興課長 岡 部 清 志 

森林保全課長 本 田 良 三 

水産振興課長 平 岡 政 宏 

漁港漁場整備課長 平 尾 昭 人 

全国豊 

かな海づくり大会推進課長 平 山   泉 

農業研究センター所長 麻 生 秀 則 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 上 野 弘 成 

   政務調査課課長補佐 木 村 和 子 

――――――――――――――― 

  午前10時１分開議 
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○守田憲史委員長 おはようございます。 

 それでは、ただいまから第２回農林水産常

任委員会を開会いたします。 

 さきの３月の委員会で委員長に選任いただ

きました守田でございます。今後１年間、増

永副委員長とともに、誠心誠意円滑な委員会

運営に努めてまいりたいと思いますので、ど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

 続いて、増永副委員長から挨拶をお願いし

ます。 

 

○増永慎一郎副委員長 おはようございま

す。 

 ことし１年間、副委員長として、守田委員

長を補佐しながら円滑な委員会運営に当たっ

ていきたいと思います。委員の皆様方、また

執行部の皆様方、どうぞよろしくお願いしま

す。 

 

○守田憲史委員長 本日は、執行部を交えて

の初めての委員会でありますので、幹部職員

の自己紹介をお願いします。 

 課長以上については自席からの自己紹介と

し、審議員ほかについては、お手元にお配り

しております役付職員名簿により紹介にかえ

させていただきます。 

 それでは、福島農林水産部長から順次お願

いします。 

  （農林水産部長、農業研究センター所長

～全国豊かな海づくり大会推進課長の

順に自己紹介) 

○守田憲史委員長 １年間、このメンバーで

審議を行いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、平成24年度主要事業等説明及び

本委員会に付託されました議案等の審査に入

ります。 

 まず、主要事業等について、資料に従い執

行部の説明を求めた後、６月補正予算等の議

案を議題とし、これについて審査を行いま

す。 

 質疑については、執行部の説明を受けた後

に、一括して受けたいと思います。なお、執

行部からの説明は、効率よく進めるために着

座のまま簡潔にお願いします。 

 それでは、福島農林水産部長から総括説明

を行い、続いて主要事業等について各課長か

ら順次説明をお願いします。 

 

○福島農林水産部長 着座のまま失礼いたし

ます。 

 初めに、守田委員長、増永副委員長を初め

委員の皆様方には、これから１年間、農林水

産部に係るさまざまな案件を御審議いただく

ことになり、大変お世話になります。よろし

くお願い申し上げます。 

 また、今議会の開催に先立ちまして、５月

下旬からの管外視察に同行させていただき、

まことにありがとうございました。現地で得

られました情報は、今後の施策に役立ててま

いりたいと思っております。 

 それでは、今定例会に提出しております議

案の説明に先立ち、農林水産部の平成24年度

における主な取り組みについて御説明いたし

ます。 

 御承知のとおり、本県は、全国有数の食

料・木材供給基地としての役割を担っていま

す。そこで、その役割を将来にわたって果た

せるよう、本県の持つポテンシャルを最大限

に発揮させ、これまで本県が取り組んできた

稼げる農林水産業を実現するため、昨年度ま

でに策定した農、林、水産の各基本計画と一

体となって、今回新たに策定されます幸せ実

感くまもと４カ年戦略に掲げる施策を初め、

各種施策をしっかりと取り組んでまいりま

す。 

 まず、持続可能な農業の展開を図るため、

農業では、品質や商品力の向上による販売価

格の上昇、産地再編による安定した生産量や

出荷量の確保、産地全体でのコスト削減を進
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め、農業所得の最大化を図るとともに、圃場

整備や農業水利施設の長寿命化など、生産基

盤の整備に取り組んでまいります。 

 林業では、県産木材の公共建築物、住宅へ

の利用や新たな需要の開拓を進めるととも

に、木材の安定供給体制の整備に取り組んで

まいります。 

 水産業では、資源管理型漁業や漁場環境の

変化に適応した養殖魚づくりとともに、漁場

生産力の向上のための漁場造成などに取り組

みます。 

 次に、農地の集積を加速させるため、知事

をトップとした推進体制を構築し、県独自の

交付金制度を創設するとともに、集積する農

地の生産性向上を図るため、圃場整備や農業

水利施設の保全などに取り組みます。 

 また、若者が農業に継続的に従事できるよ

う、国の青年給付金制度を最大限活用した就

農支援やくまもと農業アカデミーなどによ

り、総合的かつ切れ目ないサポート体制を構

築します。 

 次に、農林水産業における次世代型産業へ

の挑戦として、本県の森林資源や農業用水な

どの恵まれた自然エネルギーを活用し、持続

可能な再生エネルギーの地産地消を加速させ

るため、木質バイオマスや小水力などの農山

漁村における新エネルギー導入を推進しま

す。 

 可能性に満ちた多様な農林水産業を展開す

るため、新たな分野との連携を進めるととも

に、企業参入をさらに進め、林建連携、農建

連携などによる雇用や地域ブランドの創出に

も取り組んでまいります。 

 さらに、くまもとブランドの創出、確立に

向けて、お中元デコポンや高糖度トマトなど

のくまもとイチ押しブランドを初めとした熊

本ならではのブランドのさらなる展開によ

り、熊本産の価値と魅力を、国内はもとよ

り、成長著しい東南アジアやＡＳＥＡＮ諸国

に向け発信してまいります。 

 一方、地域資源の活用による農山漁村の活

性化に向けて、過疎化、高齢化が進む農山漁

村集落においては、小ロット農産物やジビエ

などの十分に活用されていない地域資源の生

産・流通支援による地域住民の所得向上を図

るとともに、地域ぐるみの鳥獣害防止対策等

により、地域集落のコミュニティーの維持、

再生を支援してまいります。 

 また、伝統的な産物、料理の伝承と提供な

ど、生産者と消費者との協働的活動を支援し

ます。 

 さらに、地域の営みの中で受け継がれてき

た阿蘇の草原や農山漁村の美しい景観、環境

を、後世に残すべき宝として保全、活用する

ため、民間と行政が一体となった草原再生や

景観保全活動、耕作放棄地解消活動などに取

り組んでまいります。 

 また、平成25年秋に開催予定の全国豊かな

海づくり大会に備え、水産局に担当課を設置

しております。本年はプレイベントを行うな

ど、本県水産業のアピールや水俣の海の再生

を全国に発信するための準備を進めてまいり

ます。 

 続きまして、今議会に提出しております議

案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 今回提出しておりますのは、平成24年度一

般会計補正予算案及び平成23年度一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告でございます。 

 このうち、補正予算につきましては、総額

174億2,000万円余の増額補正となっており、

当初予算と合わせた補正後の一般会計総額は

527億8,000万円余で、対前年比1.7％の増と

なっております。 

 以上が今年度の主な取り組み及び今議会の

議案の概要でございますが、具体的な施策や

事業の詳細につきましては、後ほど詳しく担

当課長から御説明申し上げますので、御審議

のほどよろしくお願い申し上げます。 

 最後に、その他報告事項といたしまして、

幸せ実感くまもと４カ年戦略について外２件
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について、担当課長から御説明申し上げま

す。 

 なお、６月15日から17日にかけまして、ま

た昨日の梅雨前線豪雨による農林水産部関連

の被害状況につきましては、現在調査を進め

ております。 

 以上、よろしくお願い申し上げます。 

 

○国枝農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 お手元に配付いたしました分厚い資料、２

冊ございます。表紙に、それぞれ括弧書きで

平成24年度主要事業及び新規事業、それから

もう１冊が予算関係と記載してございます。 

 まず初めに、１冊目の主要事業及び新規事

業と題しました資料のほうから説明をさせて

いただきます。資料１ページをお願いいたし

ます。 

 まず、農林水産部の機構図でございます。 

 ４月から新たに、一番下でございますけれ

ども、水産局の中に全国豊かな海づくり大会

推進課を設置いたしまして、５局19課の体制

となっております。 

 ２ページに、各課の担当事業の概略を示し

てございます。 

 続きまして、３ページでございます。 

 当初予算と６月補正予算を合わせました平

成24年度予算の総括表でございます。 

 本年度骨格予算として編成しました当初予

算、これはＡ欄でございますけれども、一般

会計、特別会計合わせまして、一番下の段に

ございますとおり、361億円余となっており

ます。 

 また、これから御審議いただきます肉づけ

の６月補正分を合わせますと、Ａ＋Ｂ欄でご

ざいますが、一番下のほう、一般会計で527

億円余、特別会計を合わせまして総額535億

円余となっております。 

 これは、昨年度当初予算との比較増減で

は、その隣の欄ですが、９億円余の増額とな

っております。 

 この内訳といたしまして、国庫支出金が17

6億円余、地方債72億円余のほか、一般財源

は、一番右下ですけれども、209億円余とい

うふうになっております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 ４ページからは、平成24年度の主要な施策

についてお示ししたものでございます。 

 これは、新たな４カ年戦略をベースとしま

した柱立てで、今年度の農林水産部の施策の

体系を整理したものとなっております。趣旨

につきましては、先ほど部長のほうから御説

明をいたしましたとおりですので、説明は省

略させていただきます。 

 次に、13ページをお願いいたします。 

 13ページからが、当初予算分に６月補正提

案分を合わせました部全体の主要事業、新規

事業、全体の内容の説明となっております。 

 まず、農林水産政策課分から御説明いたし

ます。 

 13ページですが、農山漁村新エネルギー推

進事業でございます。 

 これは、今までに部内で取り組みを進めて

まいりました木質バイオマス加温機でありま

すとか、また、太陽光、小水力発電等の取り

組みにつきまして、農林水産業の経営安定

化、新たな産業創出等の観点から、全体的な

検討、推進を進めていく事業でございます。 

 14ページをお願いいたします。 

 県産農林水産物を使った「おやつ」プロジ

ェクト推進事業でございます。 

 これは、子供たちが県産農林水産物を使用

した栄養面を考えたおやつを食べる環境を整

えることにより、県産農林水産物への理解、

関心を深めるとともに、その消費拡大ですと

か、地産地消を推進することを目的とした事

業でございます。本年度は、このための調

査、検討等を進めてまいります。 

 続きまして、15ページですけれども、くま

もと赤のブランド推進事業でございます。 
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 これは、赤をイメージさせる本県農林水産

物を対象に、くまもとの赤ブランドとして全

国に発信を行い、県内外で認知度を向上さ

せ、その効果を県産農林水産物全体へ波及さ

せることを目的としたものでございます。今

年度は、認知度調査でありますとか、産品や

加工品の選定等を進めてまいります。 

 16ページをお願いいたします。 

 農、林、水各研究機関は、農林水産政策課

のほうで今所管をしておりますので、私のほ

うから概略を説明させていただきます。 

 まず、農業研究センターの試験研究費でご

ざいます。 

 生産現場の課題を解決し、ニーズに応じた

技術開発を研究開発の選択と集中により進め

てまいります。優良品種の選定、育成を行う

オンリーワン農産物の研究開発、それから、

安全な農産物の生産技術の高度化のほか、公

募型資金を積極的に活用したプロジェクト研

究に取り組んでまいります。 

 下のページ、17ページは、林業研究指導所

の試験研究費でございます。 

 森林環境の保全や森林の造成管理技術に関

する調査研究に加え、県産材の需要拡大に向

けた木材の加工、利用に係る技術開発等に取

り組んでまいります。 

 続きまして、18ページは、水産研究センタ

ーの試験研究事業でございます。 

 有明海、八代海の再生のための海洋環境調

査、魚類養殖の品質・生産性向上や赤潮被害

の低減に向けた調査研究のほか、食の安全、

安心の確保や新たな水産加工品の開発等を行

います。 

 農林水産政策課からは以上でございます。 

 

○吉田団体支援課長 団体支援課でございま

す。資料19ページをお願いいたします。 

 養殖共済加入促進緊急事業でございます。 

 この養殖共済は、説明欄の１にありますよ

うに、有明海、八代海で大きな被害をもたら

す赤潮対策として共済加入を進めるために、

掛金の一部を補助するものでございます。 

 事業内容を、左の欄の事業の仕組みで簡単

に御説明いたします。 

 漁業共済事業は、国が実施します公的保険

制度でございまして、その図に示しておりま

すように、赤潮特約に係る掛金は国が３分の

２、県が３分の１を負担し、両者で全額を負

担しております。 

 また、緊急対策事業として、下の枠で示し

ておりますように、共済自体に加入する掛金

については、国の10分の１の額を地元市町と

半分ずつ補助するものです。 

 なお、この共済加入の補助は、平成22年度

から今年度までの３年間に限って実施してお

ります。事業実施の２年目の昨年度の養殖共

済加入率は約60％となり、昨年に比べ２倍と

なっております。 

 20ページをお願いいたします。 

 農林水産業の制度資金でございます。 

 制度資金は、国、県が制度化し運用してい

る資金でございますが、２の事業内容にあり

ますように、貸し付け、利子補給、預託の３

種類がございます。 

 本県で運用いたしております12の資金の概

要を20ページから21ページに一覧で示してお

ります。詳細の説明は省略いたしますが、一

覧表の一番右に資金ごとの融資枠を記載して

おります。この融資枠は、近年の利用実績か

ら設定をいたしておりますが、多くは昨年度

と同額となっております。 

 なお、上から３段目の畜産特別資金につき

ましては、負債整理のための資金需要の増加

を見込み、その枠を昨年の５億円から倍増の

10億円にふやしております。 

 団体支援課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○船越農地・農業振興課長 農地・農業振興

課でございます。資料の22ページをお願いし
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ます。 

 上段のほうから、まず農業振興地域整備促

進事業でございます。 

 これは、国の指針とか県の基本方針に基づ

きまして、市町村のほうで農業振興地域の整

備計画をつくってございますけれども、例え

ば農用地の転用でございますとか除外、こう

いったことを一応定期的に見直しをしている

ものでございますが、今回、これに、現在大

きな課題であります農地の集積の方向性と

か、耕作放棄地の解消対策でございますと

か、例えば農村景観の保全でございますと

か、そういったところを加味しながら、時代

に合わせまして見直していこうというもので

ございます。 

 下の段のほうは、農地の流動化推進事業で

ございます。 

 熊本県の農業公社の農地売買等の活動費に

関する補助経費でございます。また、本庁の

場合ですと、各ＪＡさんのほうで農地利用集

積団体になっておりますが、ということで農

地の貸借の仲介をしておりますけれども、公

社のほうが全体の取りまとめ事務局でござい

ますので、その活動費のほうも含めておりま

す。 

 続きまして、23ページをお願いします。 

 農地の集積加速化事業でございます。 

 農地を引き継ぎまして、面的に集積して活

用していくためでございますが、６月末です

けれども、知事をトップとした全県的な推進

運動を展開したいと考えております。 

 国の事業のほうは、どちらかと申します

と、個人に着目したものでございます。農地

の貸借が中心でございますが、県独自の取り

組みとしまして、県が指定する重点地区、こ

としに限りますと20地区でございますが、県

のほうの農業公社の農地の集積専門家が間に

入りまして、地域ぐるみの話し合い活動あた

りをしまして、担い手への農地集積を加速化

したいと考えております。現在集積を考えて

いるところの後押しをするような事業という

ふうに考えております。よろしくお願いしま

す。 

 次に、24ページをお願いします。 

 耕作放棄地解消対策事業でございます。 

 耕作放棄地を農地に戻した場合に応じて助

成を行います。国のほうにも同種の事業がご

ざいますけれども、国の事業の対象となりま

せん、例えば自己保有地分とか、それとか農

用地区域以外の農地につきましても対象とし

ます。 

 続きまして、25ページをお願いします。 

 みんなで取り組む耕作放棄地活用事業でご

ざいます。 

 例えば、住民組織でございますとか、学校

単位、それと保育園、それと福祉施設などで

耕作放棄地の再生利用に取り組もうという場

合に支援するものでございます。本年度から

は、例えば高校生とか大学生までも範囲を広

げまして、できましたら、就農への動機づけ

あたりもできればなというふうに考えており

ます。 

 (2)番のイエロープロジェクトのほうは、

例えば菜の花とかレンゲとか、こういった景

観作物を、耕作放棄地でありますとか、いっ

とき遊んでいるところがあったら植えていた

だきまして、農村景観の保全をするといった

場合に対する助成でございます。 

 以上が農地・農業振興課分でございます。

よろしくお願いします。 

 

○田中担い手・企業参入支援課長 担い手・

企業参入支援課でございます。資料26ページ

をお願いいたします。 

 担い手育成緊急支援事業でございます。 

 認定農業者及び地域営農組織などの担い手

の確保、育成を支援する事業でございます。

担い手育成総合支援協議会等を通じて、認定

農業者の認定促進、経営改善、地域営農組織

の経営強化や法人化などを支援してまいりま
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す。 

 27ページをお願いいたします。 

 地域を引っ張るリーダー育成事業でござい

ます。 

 新規事業でございまして、農地集積加速化

事業と連携し、農地集積の受け皿となる地域

営農組織等のリーダーを育成する事業でござ

います。ゼミ講座の開設や組織化、法人化を

推進するアドバイザーの設置等により、リー

ダーの資質向上を支援してまいります。 

 28ページをお願いいたします。 

 がんばる新農業人支援事業でございます。 

 新規就農者の確保、定着のために、情報発

信や就農相談への対応、地域段階での定着支

援までを行うものでございます。 

 29ページをお願いいたします。 

 青年就農給付金事業でございます。 

 就農前の研修期間２年間と就農後の経営の

不安定な５年間、最長で７年間、給付要件を

満たした新規就農者に対し、年間150万円の

給付金を支給することで、新規就農者の確

保、定着を図るものでございます。全額国庫

によるものでございますが、研修期間中の準

備型は県、就農後の経営開始型は市町村でそ

の給付事務を行うものでございます。 

 30ページをお願いいたします。 

 地域で育てる新農業人育成総合推進事業で

ございます。 

 地域が主体となって新規就農者を育成する

仕組みを構築するものでございます。青年就

農給付金の実施に伴う就農機運の高まりに対

応し、研修機関の増、多様な研修ニーズに対

応できる研修機関の支援を行うものでござい

ます。 

 31ページをお願いいたします。 

 くまもと農業経営塾でございます。 

 県内の若手農業者を対象として、第一線で

活躍する実務者等による講座を開催し、本県

農業を支える経営力にすぐれた次世代のリー

ダーを育成するものでございます。 

 32ページをお願いいたします。 

 くまもと農業アカデミーでございます。 

 新規事業でございまして、農業大学校、農

業研究センター、県立大学の３者が連携し

て、最新の知識や農業技術をテーマに講座を

開設し、農業者の能力向上を図るものでござ

います。 

 33ページをお願いいたします。 

 企業等農業参入支援事業でございます。 

 新たな担い手の確保、地域活性化を目的

に、企業等の農業参入を促進する事業でござ

います。相談窓口の設置、情報発信、参入時

の初期投資への補助等を行うものです。参入

時補助金の増とともに、新たに、(5)の企業

の役員等を対象とした経営講座の開催、(6)

の参入後の商品開発等について支援してまい

ります。 

 34ページをお願いいたします。 

 アグリビジネス創出支援事業でございま

す。新規事業でございます。 

 企業が農業者等と連携し、本県農産物の機

能性などを生かした商品開発や産地化などを

進める場合の支援や、農林水産業への最先端

技術の導入を図るためのニーズ調査及びアイ

デア募集を行うなど、農業と企業の力を結び

つけ、新しいビジネスの展開を図ってまいり

ます。 

 35ページをお願いいたします。 

 東日本大震災被災農家就業支援事業でござ

います。 

 被災された農業者の県内農業法人等への就

業を支援するものでございます。就業機会の

提供に、引っ越し費用、住居費を含めまし

て、パッケージで被災者を支援するものでご

ざいます。 

 当課からの説明は以上でございます。 

 

○板東流通企画課長 流通企画課でございま

す。資料の36ページをお願いいたします。 

 量販店等連携農産物販売促進事業は、農業
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団体とともに組織する協議会で、大消費地の

量販店等との連携を強化し、安定的な売り場

の確保を通じまして販売力の強化、販路拡大

を図る事業でございます。 

 次、37ページをお願いいたします。 

 くまもとの６次産業化総合対策事業は、農

家により高い利益をもたらす農産加工の推進

や農業の６次産業化あるいは農商工連携に取

り組む事業でございます。 

 昨年、くまもと「食」・「農」アドバイザー

に就任いただいた小泉武夫氏の活動を軸に、

農産加工品の開発、商品力を高める磨き上

げ、６次産業化に向けてのビジネスマッチン

グなどを進めてまいります。 

 次、38ページをお願いいたします。 

 くまもとの卸売市場魅力アップ支援事業

は、田崎市場において実施される市場祭りな

ど、生産者、消費者にとって魅力ある市場づ

くりの活動に対する助成でございます。 

 39ページ、くまもとの宝トップセールスで

ございます。 

 県産農林水産物の販路拡大を図るため、知

事が県内生産者、生産者団体等の応援団とい

たしまして、国内、海外での商談会やフェア

等でのセールスプロモーションを実施するた

めの経費でございます。 

 次、ページあけまして40ページをお願いい

たします。 

 くまもとのファン拡大事業は、口コミによ

る熊本の売り込みを進めるため、ホームペー

ジなどを活用して情報発信を行い、熊本の応

援団となるサポーターをふやし、産地と消費

地、双方向の情報交換を進めるための事業で

ございます。 

 次、41ページの県産農林水産物輸出促進チ

ャレンジ支援事業は、海外への販路拡大に取

り組む県内生産者、団体等への助成、あるい

は輸出に意欲や関心を持つ生産者、法人等に

対しまして、輸出促進アドバイザーの派遣や

指導あるいは商談機会の設定などを行う事業

でございます。本年度は、特に香港等の飲食

店向けの売り込みを図るために、オーナー、

シェフ等を対象といたしました商談機会の創

設等も考えておるところでございます。 

 次、42ページをお願いいたします。 

 くまもとの地産地消総合対策事業でござい

ます。 

 平成21年３月に施行されましたくまもと地

産地消推進県民条例の理念にのっとりまし

て、地産地消サイトの運営、地産地消の協力

店等の指定を通しました地産地消の機運醸

成、県産農林水産物の利活用等促進を図る事

業でございます。 

 地産地消の核と期待する直売所の体制、機

能強化などを図るため、地域内の直売店の連

携、直売所間の輸送システム実証等をことし

も進めてまいります。 

 43ページ、お願いいたします。 

 多彩で特徴あるくまもとの農林水産物販売

拡大事業でございます。 

 これは、中山間地域等の振興にもつなが

る、小ロットでも魅力ある品目の販路確保・

拡大を図るため、低コスト流通システム等を

構築する事業でございます。本年度は、産品

を知って買ってもらうためのカタログの作

成、商談会の開催あるいは新たなエリアとし

ての名古屋、広島等でのルート開拓等により

まして、多彩な熊本の売り込みに努めたいと

考えております。 

 44ページをお願いいたします。 

 農林水産物等アジアマーケット開拓支援事

業でございます。 

 これまで取り組んでまいりました輸出チャ

レンジ事業あるいはトップセールス等の成果

を発展させ、さらなる輸出促進を図るため

に、現地におきます売り場の棚を借り上げ

て、多品目の商品の試食販売等を通じました

ニーズ調査、販売実証を行うとともに、新た

な購買層の獲得を目指しまして、船便混載に

よるコスト低減を進め、その場合の荷傷み、
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鮮度保持等の実証を進める事業でございま

す。 

 流通企画課、県産農産品の認知度向上、販

路拡大あるいは地産地消、農産加工等の推進

によりまして、このような事業、稼げる農林

水産業への挑戦を進めてまいりたいと考えて

おります。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 

○小栁むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。45ページをお願いします。 

 地域ぐるみの鳥獣被害防止対策パワーアッ

プ事業でございます。 

 県内では、依然として鳥獣被害が増加傾向

にあることから、国の交付金事業と単県事業

を組み合わせ、全県的にハードやソフト事業

を実施し、あわせて地域ぐるみのモデル地区

の実証及び専門家による重点指導を実施しま

す。住民と行政が一体となった地域ぐるみの

対策を目指しております。 

 46ページをお願いします。 

 新規事業でございます。ジビエ利活用緊急

促進事業でございます。 

 前のページで説明しました鳥獣被害防止対

策の一層の推進を図るため、捕獲した鹿やイ

ノシシの肉、いわゆるジビエでございますけ

れども、これを地域資源として有効に利活用

することにより、有害鳥獣の捕獲に弾みをつ

けたいと考えております。具体的には、ジビ

エフェアの開催、プロ料理人を対象とした加

工品開発等を実施します。 

 47ページをお願いします。 

 中山間地域等直接支払事業でございます。 

 自然的・経済的条件が不利な中山間地域に

おいて農業生産活動を行っている農業者の方

々に対して、多面的機能を確保するという観

点から、直接支払交付金を交付するもので

す。平成12年度から継続しておりまして、現

在第３期対策の中間年に当たりますが、耕作

放棄地の発生が防止されるなど、地域にとっ

てはなくてはならない事業となっておりま

す。 

 48ページをお願いします。 

 農地・水保全管理支払事業でございます。 

 上の段の共同活動は、農地や農業用水路な

どの保全管理を地域共同で行っている活動組

織に対して支援するものです。 

 下の段の向上活動は、前のページで説明し

ました中山間地域等直接支払事業、または上

の段の共同活動のいずれかに取り組んでいる

地域におきまして、老朽化した農業用水施設

などの長寿命化のために、補修や更新を行う

取り組みを支援するものです。本事業は、継

続要望が実りまして、本年度から第２期対策

としてスタートしております。 

 49ページをお願いします。 

 環境保全型農業直接支払事業でございま

す。 

 減農薬や生物多様性保全に効果の高い営農

活動など、環境保全型農業に取り組む農業者

に対して支援を行うものです。全国共通の取

り組みに加えて、地域特認として国に承認さ

れました本県独自の取り組み、堆肥の有効利

用、夏期湛水で取り組み面積の拡大を図るこ

ととしております。 

 50ページをお願いします。 

 これも新規事業の美しい農村景観保全活用

事業でございます。 

 棚田など、美しい農村景観を未来に残す宝

として保全、活用するため、住民、行政が一

体となった美しい里づくりを支援するもので

す。具体的には、市町村が行う景観農業振興

地域整備計画の策定、また、その計画に基づ

く農村景観の保全、活用の取り組みを支援い

たします。 

 むらづくり課は以上でございます。 

 

○松尾農業技術課長 農業技術課でございま

す。資料の51ページをお願いいたします。 

 まず、協同農業普及事業につきましては、
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農業改良助長法に基づきまして、本庁及び地

域振興局等に196名の普及職員を配置しまし

て、農業技術ですとか、経営指導のほか、調

査研究、職員の資質の向上等々に取り組むも

のでございます。 

 なお、２の(2)に新技術導入広域推進事業

がございますけれども、国の公募型の新規事

業に対応するものでございます。 

 52ページをお願いいたします。 

 くまもとグリーン農業総合推進事業でござ

います。 

 土づくりを基本に、化学肥料や化学農薬を

削減するなど、熊本の地下水や自然環境に優

しい農業でありますくまもとグリーン農業の

取り組みを昨年度から強化いたしておりま

す。 

 事業内容といたしましては、エコファーマ

ーや熊本独自の認証制度「有作くん」など、

グリーン農業に取り組む農業者をふやします

とともに、(3)につきましては、６月補正で

もお願いしておりますけれども、グリーン農

業の推進を大きく左右する流通、消費の拡大

を図るために、消費者や量販店など幅広い分

野の方々と連携し、県民運動として展開して

まいりたいと思っております。 

 53ページをお願いいたします。 

 上の段の病害虫発生予察事業は、植物防疫

法に基づきまして農作物の病害虫の発生動向

を把握し、適切な防除と蔓延防止を図るもの

でございます。 

 下の段、農薬適正使用総合推進事業は、農

薬の適正使用を助言します推進員等を対象と

した講習会の開催、あるいは生産段階の残留

農薬分析等を通じまして、農薬の適正使用と

県産農産物の安全確保に努めるものでござい

ます。 

 また、生産量の少ないマイナー作物につき

ましては、メーカー等と連携しながら、農薬

登録を拡大する試験等にも取り組むこととし

ております。 

 農業技術課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○山中農産課長 農産課でございます。資料

54ページをお願いいたします。 

 農業者戸別所得補償制度推進事業でござい

ます。 

 これは、昨年度から本格実施されておりま

す戸別所得補償制度につきまして、制度の周

知や申請事務の支援を行うために必要な経費

を、県段階、それから地域段階に設置されて

おります農業再生協議会等に助成するもので

ございます。 

 次に、55ページをお願いいたします。 

 くまもと米トップグレード総合推進事業で

ございます。 

 これは、トップグレードの熊本県産米ブラ

ンドを確立するために、収穫前に品質を診断

する技術を用いまして、良食味あるいは上位

等級という米を仕分け集荷をして、出荷販売

も区分して行う、そういう体制づくりを進め

るとともに、あわせまして中国への県産米の

販路開拓に向けた取り組みに対して助成をす

るものでございます。 

 資料56ページをお願いいたします。 

 魅力あるくまもと茶づくり支援事業でござ

います。 

 これは、お茶の品質向上あるいは熊本のお

茶の認知度向上を図るために、茶園の更新を

推進しますとともに、航空機内で行われます

県産茶のＰＲ活動を支援するものでございま

す。さらに、本年度から、小中学校への給茶

サーバー設置あるいはお茶を使った新商品開

発などに対しましても支援を行っていくこと

といたしております。 

 次に、57ページをお願いいたします。 

 まず、上段の葉たばこ廃作農家経営安定対

策事業、これは本年度の新規事業でございま

す。 

 県内では、昨年のＪＴからの廃作募集に26
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2戸の農家が応じられましたが、そのうち８

割の農家が営農を継続したいとの御意向であ

りました。このため、こうした経営転換を図

る農家に対しまして、各地域で普及職員が中

心となって重点的に技術指導を行うこととい

たしております。 

 下段の生産総合事業につきましては、産地

の競争力強化を図るために、農業施設の整備

を総合的に支援するものでございます。な

お、国からの追加内示等がございまして、今

回４億7,000万円余りの増額補正をお願いい

たしております。 

 次に、58ページをお願いいたします。 

 非主食用米総合推進事業でございます。 

 これは、米粉用米、それから飼料用米の生

産振興、それから需給調整を図りますととも

に、米粉普及推進のための商品開発、販売促

進、施設整備等に対しまして支援を行うもの

でございます。 

 次に、59ページでございます。 

 上段の県産米粉パン地産地消促進事業は、

学校給食におきまして、米粉パンを普及、定

着させるために、小麦粉パンとの価格差の一

部を助成するものでございます。 

 下段の球磨焼酎等ブランド確立推進事業で

ございますが、地元産の米の利用によります

県産焼酎のブランド確立を図るために、10ア

ール当たり２万5,000円を助成しまして、焼

酎原料米の生産、供給を支援するものでござ

います。 

 60ページをお願いいたします。 

 県産麦パートナー推進事業、これは本年度

からの新規事業としまして、今回補正をお願

いしているものでございます。 

 土地利用型の農業の中では、麦は大変重要

な作物でありますけれども、現在は生産する

側と使う側の間で少しミスマッチが生まれて

おります。このため、本事業では、生産する

側と需要者側とが一堂に会しまして、生産か

ら加工、販売までの一貫した計画を作成しま

して、その実現のための取り組みを支援する

ことにより、県産麦の需要拡大と生産振興を

図るものでございます。 

 次、61ページでございます。 

 くまもと畳表復興支援事業、これも新規事

業で今回補正をお願いしております。 

 これは、東日本大震災、被災された住宅が

これから新築されるわけですけれども、そこ

で、熊本畳表を使った畳の部屋を設置してい

ただく方に支援を行うものでございます。 

 62ページをお願いいたします。 

 熊本型産地再編販売力強化事業でございま

す。これは、新４カ年戦略の具体化を進める

事業の一つとしまして、今回補正をお願いし

ているものでございます。 

 内容は、集出荷施設やカントリーエレベー

ターを核としまして、従来の地域の枠を越え

た産地の再編や営農組織の再編に取り組みま

して、価格の引き上げ、生産量の確保、経費

の縮減、これを図りまして農業所得の最大化

を目指すものでございます。 

 農産課は以上でございます。 

 

○野口園芸課長 園芸課でございます。63ペ

ージをお願いいたします。 

 まず、くまもと稼げる園芸産地育成対策事

業でございます。 

 この事業は、野菜、果樹、花の稼げる園芸

産地を育成するために必要な施設、機械、基

盤整備等を支援するものでございます。一部

を補正でお願いをしております。 

 続きまして、64ページをお願いいたしま

す。 

 新規の施設園芸緊急再生対策事業でござい

ます。 

 本県の農業の基幹となっております施設園

芸作物におきまして、非常に生産コストが上

がって、稼げるというのが実現していないと

いう状況の中で、一段の品質、収量の向上、

そして大幅なコスト低下を実現することによ
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りまして、本県の施設園芸でのＰＱＣモデル

を推進して、意欲ある園芸農家の所得の最大

化を図るものでございます。 

 事業内容は、風速35メートルに耐えるハウ

ス施設の整備、それから重油の使用量を30％

以上削減する２層カーテンあるいはヒートポ

ンプ等の整備を行うものでございます。 

 65ページでございます。 

 木質バイオマス等エネルギー対策事業でご

ざいます。 

 昨年まで現地で実験事業を行っておりまし

たけれども、本年度からモデル地域を設置し

て、木質バイオマス利用システムの実証と燃

焼灰の有効活用策の検討を進めるものでござ

います。 

 事業内容は、下の(1)の県内の３地域に木

質バイオマス加温機を導入するという事業、

それから(2)に、その地域での地域協議会活

動を支援するものでございます。 

 その他のところの(2)の負担割合で、この

加温機の導入が県60分の７以内という中途半

端な数字になっておりますけれども、これは

林業振興課のほうで後ほど説明があると思い

ますが、緑の産業再生プロジェクト促進事

業、いわゆる基金事業での100分の55と合わ

せまして３分の２の補助率で事業を進めるも

のでございます。 

 次、66ページをお願いいたします。 

 新規の熊本産カンキツ連年安定生産出荷実

証事業でございます。 

 ミカン、それからデコポンの連年安定生

産・出荷を実現するための総合的な対策を実

施、普及させることによりまして、県産果樹

の信頼確保によります価格安定、ひいては生

産供給力の維持、強化を実現するものでござ

います。 

 事業内容といたしましては、広域のモデル

地区での総合的なプロジェクト活動を支援す

るものでございまして、ミカンでは、表年、

裏年の変動幅を小さくするためのプロジェク

ト活動の支援、デコポンでは、生産安定及び

腐敗防止のためのプロジェクト活動を支援す

るものでございます。 

 67ページ、野菜価格安定対策事業でござい

ます。 

 これは、野菜の価格が著しく低落した場合

に、生産者に対して価格差補給金を交付する

ものでございますが、昨年制度改正がござい

まして、この表の下の米印にありますよう

に、指定野菜では、必要な資金造成を行う場

合に、これまで100％積まなきゃ、満額積ん

でおかなきゃいけないものに、要は負担率と

いうものが設定されましたので、予算額とし

ては減額で済むということになったものでご

ざいます。 

 次の68ページでございます。 

 継続事業で、魅力あるくまもとブランド園

芸産品づくり推進事業でございます。 

 これまでお中元用デコポン等を行ってまい

りましたが、本年度からは、３のその他の

(2)に対象品目というのを載せております

が、梨の「秀麗」クリの「ぽろたん」花卉の

トルコギキョウについて、トップグレードの

品質管理体制の整備対策を行うものでござい

ます。 

 69ページ、これも継続事業で、くまもとリ

ーディング野菜確立支援事業でございます。 

 これは、生産量日本一を誇りますトマトに

ついて、生産力、販売力を強化する取り組み

を集中的に支援するものでございます。具体

的には、出荷予測システムの精度の向上ある

いは高糖度トマト、個性派トマトの生産拡大

を行うものでございます。 

 70ページをお願いいたします。 

 新規の露地野菜生産拡大対策事業でござい

ます。 

 近年、イグサの栽培面積の減少、あるいは

先ほどありましたたばこの廃作等に対応する

ために、取り組みやすい露地野菜への品目転

換が求められているところでございますが、
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露地野菜の市場出荷というのは非常に価格が

不安定でございます。そのため、加工・業務

用、いわゆる契約的取引を推進しながら、野

菜の生産拡大と露地野菜農家の経営安定を図

るものでございます。 

 事業内容といたしましては、加工・業務用

向けの露地野菜の生産・流通実態調査と、そ

れから低コスト生産のための大規模実証等を

行うものでございます。 

 それから、71ページ、これは花の新規事業

でございます。くまもとの花新たな情報発信

推進事業でございます。熊本の花の魅力発信

によるイメージアップ、熊本産表示による認

知度向上等の取り組みを支援するものでござ

います。 

 花には、産地表示の義務がございません

が、その中で、熊本の花ということで産地表

示をして、あわせて採花日でありますとか、

日もち等の産地情報の発信強化を行うもので

ございます。 

 園芸課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○平山畜産課長 畜産課でございます。72ペ

ージをお願いいたします。 

 上段は、新規事業の「くまもとの牛」首都

圏市場開拓支援事業でございます。 

 現在、本県からは、首都圏への県産牛の定

時、定量の出荷はされておりません。安定供

給ができていない状態にあります。新規の取

り組みといたしまして、首都圏への出荷ルー

トを確立するため、東京市場等への生体及び

部分肉などの出荷に要する輸送費の一部を助

成するものでございます。 

 下段の、同じく新規事業でございますけれ

ども、放牧畜産基準認証取得推進事業でござ

います。 

 肉用牛放牧の技術力、経営力などの底上げ

を図るため、新たに認証制度の普及啓発及び

認証取得希望者に対する指導、助言に要する

経費の一部を助成するものでございます。 

 次に、73ページをお願いします。 

 家畜畜産物価格安定対策事業は、生産者の

経営安定を図るものでございます。肉用子

牛、肉豚、鶏卵の価格変動によって生産者に

損失が生じた場合、国、県、生産者などが拠

出した基金から損失の一部を補填するもので

ございます。 

 次に、74ページをお願いいたします。 

 上段は、公社営畜産基地建設事業でござい

ます。 

 放牧地、飼料畑などの基盤整備などを行

い、地域における畜産の担い手を育成し、畜

産主産地の形成を進めるものでございます。

平成24年度からは、氷川町、球磨村において

実施するものでございます。 

 下段は、馬刺し冷凍処理促進緊急支援事業

でございます。 

 馬刺しの安心、安全な供給体制を確立し、

本県の特産品である馬刺しのブランドイメー

ジを確保することを目的に、馬刺しの冷凍処

理の取り組みを促進するため、自主認証団体

に加盟する食肉販売業者などが行う冷凍機器

などの設置に対する助成を行うものでござい

ます。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○荻野農村計画課長 農村計画課でございま

す。75ページをお願いいたします。 

 農業農村整備調査計画費でございます。 

 これは、将来県営事業として整備が必要な

地区におきまして、基礎調査の実施や事業計

画の策定などを行うものでございます。 

 農業水利施設の長寿命化を図るための取り

組みとして、事業内容の(5)にございますよ

うに、農業水利施設の地域保全計画を策定す

ることとしております。 

 76ページをお願いいたします。 

 農業農村整備推進交付金でございます。 

 この交付金は、市町村の自主性、裁量性を
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発揮しやすい仕組みを実現するため、市町村

土地改良区などが実施いたします団体営事業

に対する県から市町村への補助を整理統合し

たもので、市町村の推進計画に基づき交付す

るものでございます。 

 77ページをお願いいたします。 

 小水力発電導入モデル事業でございます。 

 これは、農業用水を活用した新たな取り組

みとして、23年度から開始しているものでご

ざいます。発電状況や諸手続、維持管理など

の課題について検証し、今後の小水力施設の

普及につなげていきたいと考えております。

23年度は阿蘇管内に設置しております。本年

度は、設置条件が異なる球磨管内で設置を予

定しております。 

 78ページ、お願いいたします。 

 新規事業の基幹水利施設応急対策事業でご

ざいます。 

 排水機場の基幹水利施設の老朽化が進行し

ており、国の農業農村整備関係予算が大きく

削減される中、従来どおりの計画的な更新が

難しい状況にあります。このことにより、耐

用年数を大幅に超過する施設が増大し、突発

事故の発生による農作物や県民生活への影響

が懸念されております。 

 このため、新規事業として基幹水利施設応

急対策事業を創設し、今ある施設のさらなる

長寿命化を図ることとしております。具体的

には、専門技術者による計画的な定期点検を

実施し、突発事故を未然に防止するととも

に、突発事故時に専門技術者を派遣し、緊急

対応を行い、施設復旧のための応急措置を行

うこととしております。 

 なお、この事業では、農業被害を最小限に

抑えるため、応急措置の予算手当ては事後精

算方式とすることで、迅速な対応が可能とす

るよう配慮しております。 

 最後でございます。79ページをお願いいた

します。 

 国営土地改良事業等でございます。 

 本県で実施しております国の直轄事業につ

きましては、川辺川地区、大野川上流地区、

玉名横島地区の３地区となっております。 

 なお、20年度から事業休止しております川

辺川地区、大蘇ダムの浸透問題がございます

大野川上流地区につきましては、その他報告

事項におきまして状況報告をさせていただき

たいと考えております。 

 農村計画課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○緒方技術管理課長 技術管理課でございま

す。80ページをお願いいたします。 

 企業参入促進支援農地情報図整備事業です

けれども、企業などが参入できる可能性のあ

る農地を事前に調査いたしまして、参入候補

地リストを作成します。さらに、電子情報と

して農地情報図に登録いたします。 

 この候補地情報を県と市町村が共有しまし

て、農業参入を希望する企業からの問い合わ

せに迅速に対応して、参入を促進しようとい

うものでございます。 

 以上でございます。 

 

○大石農地整備課長 農地整備課でございま

す。81ページをお願いします。 

 県営かんがい排水事業でございます。 

 農業生産の基盤となります水利条件の整備

を行いまして、水利用の安定と合理化、それ

から水田の汎用化を図るものでございます。

農業用水施設や水田の汎用化を図るための排

水機場等の新設、改修など、16地区で実施す

ることとしております。 

 次の82ページをお願いいたします。 

 県営経営体育成基盤整備事業でございま

す。 

 水田の区画整理や用排水路、農道等の基盤

整備とあわせまして、農地の集積に向けての

ソフト事業を一体的に実施しまして、生産性

の高い農業構造の実現を図るものでございま
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す。担い手や農業生産法人等の育成及び農地

集積に寄与するもので、17地区で実施するこ

ととしております。 

 次の83ページをお願いします。 

 農業体質強化基盤整備促進事業でございま

す。 

 農地集積の加速化や農業の高付加価値化を

図りまして、農業の体質強化に資するため、

農地の整備、それから農業水利施設の整備を

行うものでございます。県営かんがい排水事

業などの県営事業実施地区を対象に、21地区

で実施することとしております。 

 次の84ページをお願いいたします。 

 農地防災事業でございます。 

 農用地及び農業用施設を自然災害から防御

することで、農業生産の維持、それから農業

経営の安定を図りまして、国土及び環境の保

全に資するものでございます。ため池や湛水

被害を防止するための排水機場等の改修な

ど、12地区で実施することとしております。 

 農地整備課は以上でございます。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課でございま

す。85ページをお願いいたします。 

 森林整備地域活動支援交付金事業でござい

ます。 

 これは、地域の森林について、持続的で計

画的な森林経営を行う基礎となる森林経営計

画の作成や施業の集約化、作業路網の改良活

動等の地域活動を行う者に、市町村を通じて

助成を行うものです。 

 86ページをお願いいたします。 

 森林・林業再生モデル事業でございます。 

 路網の整備と効率的な作業システムによる

低コスト森林施業のモデル森林を県有林内に

設定いたしますとともに、このモデル森林で

研修等を行い、関係者への技術の普及を行い

ます。 

 87ページをお願いいたします。 

 新規事業の市町村森林所有者情報整備事業

でございます。 

 本事業は、森林法の改正に伴いまして、平

成24年４月から、新たに森林の土地の所有者

となった場合には市町村へ届け出が必要にな

りました。この制度に合わせ、県や市町村が

把握する森林所有者情報等の整備、共有化を

図るものです。 

 88ページをお願いいたします。 

 水とみどりの森づくり事業でございます。 

 この事業は、水とみどりの森づくり税を活

用した事業でございます。主な事業内容とい

たしましては、森林所有者による管理が見込

めない人工林を対象に、強度の間伐に対して

助成を行う針広混交林促進事業、鹿の被害を

受けた森林への再度の植栽の実施や鹿の食害

等を防止する柵の設置に助成を行いますくま

もと未来の森植林加速化緊急事業、シカ等森

林被害防止対策事業、ＮＰＯ法人や住民等の

団体が行う植栽や間伐等の森林整備活動への

支援を行う水とみどりの森づくり推進事業、

水とみどりの森づくり普及促進事業でござい

ます。 

 続きまして、90ページをお願いいたしま

す。 

 間伐等森林整備促進対策事業でございま

す。 

 この事業は、熊本県森林整備促進及び林業

等再生基金からの繰入金により実施する事業

でございます。集約化施業による間伐等の実

施に対する助成を行うものです。 

 次の森林作業道作設オペレーター育成加速

化事業も基金を活用して行う事業でございま

す。新規事業でございまして、森林組合等の

林業事業体が森林作業道を作設する際に、必

要な技術的知見を深めるために実施する現地

検討会の開催経費等の助成を行います。 

 91ページをお願いいたします。 

 森林環境保全整備事業でございます。 

 本事業は、森林整備を推進するための中核

的な事業でございまして、植栽、下刈り、間
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伐等の造林、育林に対して補助を行う事業で

す。 

 92ページをお願いいたします。 

 新規事業の低コスト林業実践事業でござい

ます。 

 本事業は、県内には成熟した人工林があり

まして、この森林を収穫し、木材として利用

することとなります。そして、収穫後の林地

の多くは再度植林することとなりますが、植

林や植林後の下刈り等の費用は現状では高

く、森林所有者の負担が大きいものとなって

います。このため、これまでより成長がよい

苗木を少ない本数で植栽し、再造林の低コス

ト化を目指す事業でございます。 

 93ページをお願いいたします。 

 シカ被害対策関連事業でございます。 

この事業は、さきに説明いたしました森林

環境保全整備事業等のシカ被害対策関連事業

についてまとめたものです。 

 94ページをお願いいたします。 

 県有林事業でございます。 

この事業は、県有林の管理、運営を行うも

のでございまして、境界の管理、間伐等の森

林整備を行う県有林整備事業、土地所有者と

県で契約を行い、育成してきました分収林の

木の売り払い等を行う立木処分事業等を実施

しております。 

 次に、林業公社事業です。 

この事業は、熊本県林業公社に対し、事業

運営費の貸し付け等を行う事業でございま

す。 

 森林整備課は以上でございます。 

 

○岡部林業振興課長 林業振興課です。95ペ

ージをお願いします。 

 林建連携雇用創出プロジェクト事業です。 

 林業では、林業従事者の高齢化、後継者不

足等の問題があり、一方、建設業において

は、公共事業の減少などにより雇用の問題が

生じる状況にあると言えます。そこで、林業

担い手の確保や建設業から林業への参入を支

援するとともに、森林施業の集約化等を進め

ることで、山村地域の雇用の創出と経済の活

性化を図るものであります。 

 事業内容といたしましては、県下７地域に

おいて、(1)の連携会議の開催、(2)の間伐な

どの施業を集約化する取り組み、(3)の建設

業の方が手持ちの機械へ林業に使用する部品

の購入をする際や林業機械のリースに対する

助成、(4)の作業道の助成、さらに(5)の長期

や短期の各種研修への助成を計画しておりま

す。 

 96ページをお願いいたします。 

 木質バイオマス等エネルギー対策事業で

す。 

 木材の有効活用と施設園芸の経営安定を図

るため、木質バイオマスの園芸ハウスでの活

用を推進し、燃焼灰も活用するくまもと型地

域循環システムを構築するため、原材料の調

達、製造、配送への支援を行うなど、供給シ

ステムの確立を目指すものでございます。 

 97ページをお願いします。 

 くまもと地産地消の家づくり推進事業で

す。 

 これは、県産の木材と畳表を提供し、県産

品の魅力を実感していただき、県民の方に地

産地消の意識を醸成していただくことで、県

産材の需要拡大を図るものです。県産木材を

一定割合以上使いました新築またはリフォー

ムする施主の方、また、補助を受けず、公共

性の高い建物、例えば病院や介護施設などを

考えておりますけれども、そういったものを

建設される民間事業者の方に県産材を提供す

るものです。 

 下段のくまもと県産木材輸出促進事業で

す。 

 県内の森林資源の需要拡大策の一つとし

て、中国等東アジア地域への輸出について協

議会を設け、問題点等を整理し、可能性を探

るものでございます。 
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 続きまして、98ページをお願いいたしま

す。 

 特用林産物及び緑化木生産の振興対策で

す。 

 これは、シイタケ、タケノコなどの特用林

産物の生産振興や需要拡大を図るため、加工

施設の整備やイベント等に対する助成事業、

また、タケノコの増産のため、竹林の整備や

研修等に対し助成する(3)の稼げる竹林整備

推進事業、緑化木の安定供給のため、生分解

性ポット普及促進への助成などを行うもので

ございます。 

 99ページをお願いいたします。 

 林業・木材産業振興施設等整備事業費で

す。 

 これは、国庫補助による林業・木材産業振

興施設等整備事業と国庫補助により造成され

ました熊本県森林整備促進及び林業等再生基

金を活用する、(2)に書いております緑の産

業再生プロジェクト促進事業により、素材生

産の機械化や加工施設などの各種施設整備に

取り組み、林業、木材産業等の増産体制の構

築を図るもので、本年度は、高性能林業機

械、製材加工施設など、21件の整備を実施す

るものでございます。 

 なお、事業内容の(2)の①のウに、木質バ

イオマス利活用ということで掲げております

が、これにつきましてが、先ほど園芸課から

御説明がありましたハウスの加温のボイラー

事業分でございます。 

 続きまして、100ページをお願いします。 

 林道事業です。 

 林道は、林業経営や森林の総合利用、山村

の生活環境の改善にとって必要な施設であり

ます。整備計画の目標に対しまして、22年度

末での整備状況が46％となっております。本

年度は、大規模林道菊池人吉線の矢部泉区間

や８路線の県営工事を初め、市町村営など35

路線と専用道23路線の計58路線について事業

を実施することとしております。 

 林業振興課は以上です。 

 

○本田森林保全課長 森林保全課でございま

す。資料101ページをお願いします。 

 治山事業でございます。 

 梅雨前線や台風に伴う豪雨に起因する山地

災害の復旧対策及び荒廃した渓流の防災対策

等を、国庫補助事業及び交付金事業で実施す

るものでございます。平成24年度は、県内、

当初、補正合わせまして100カ所で実施を予

定しております。 

 続きまして、102ページをお願いします。 

 保安林整備事業でございます。 

 県内に約10万ヘクタール指定されておりま

す保安林のうち、台風や病害虫等の被害によ

り水源涵養機能や土砂流出防止等の機能が著

しく低下した保安林について、改植や本数調

整伐等を実施し、その機能の回復を図るもの

でございます。平成24年度は、県内73カ所で

実施を予定しております。 

 103ページをお願いします。 

 山地災害危険地区減災対策事業でございま

す。 

 当事業は、緊急雇用創出基金事業を活用し

た新規事業で、山地災害危険地区の点検、調

査を実施するものでございます。調査した情

報を市町村及び地域住民へ提供することで、

速やかな避難を促し、減災対策を推進するも

のでございます。 

 森林保全課の主要事業については以上でご

ざいます。 

 

○平岡水産振興課長 水産振興課でございま

す。104ページをお願いいたします。 

 まず、赤潮対策事業についてでございま

す。 

 この事業は、赤潮被害の防止、軽減を目的

に、調査を継続して実施するとともに、養殖

業者等も含めた赤潮監視ネットワーク体制の

整備や海水養殖漁協が主体となって行う赤潮
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初期発生時における補助作業を支援するもの

でございます。 

 次に、105ページをお願いいたします。 

 漁業取締船代船建造事業について御説明し

ます。 

 これは今年度からの新規事業となります。

水産資源の保護や漁業秩序の維持を図るた

め、漁業取締船による取り締まりを実施して

おりますが、現在、老朽化しております漁業

取締船「ありあけ」にかわる後継船の建造を

行うものです。今年度は建造に係る設計委託

を行い、平成25年度と26年度で建造を実施す

る計画です。 

 次に、106ページをお願いいたします。 

 漁業無線整備事業でございます。 

 こちらも新規事業となりますが、これにつ

きましては、県が免許を受け、業務を行う上

で不可欠な漁業指導用海岸局を維持するた

め、熊本県無線漁業協同組合に対し、鹿児島

県漁業無線局との業務の一部統合に伴う機器

の整備及び更新を補助するものでございま

す。なお、この事業につきましては、平成24

年度単年度での事業となります。 

 107ページをお願いいたします。 

 上段の熊本産「クマモト・オイスター」づ

くり事業について御説明します。 

 これは、世界的ブランドであるクマモト・

オイスターについて、県内で量産化や現地養

殖のための試験を行うとともに、新たなくま

もとブランドの水産物として販売体制の確立

を目指すものです。今年度も、引き続き、低

コスト化も含めた量産化試験や海域やカキの

細菌等調査、養殖技術の向上のための指導を

行ってまいります。 

 次に、下段のくまもと水産業の元気づくり

事業でございます。 

 これは、生産量の減少や魚価の低迷、赤潮

の多発等が地域の経済や活力に大きな影響を

与えていることから、水産業の元気づくりを

通じた地域の活性化を創出することを目的と

しております。天草地域を主体に、売れる水

産物づくりや水産業を活用した観光の創出の

ための事業を実施します。 

 108ページをお願いいたします。 

 みんなで育てる豊かな海づくり事業でござ

います。 

 この事業は、栽培漁業、資源管理型漁業に

関する事業を一体化し、総合的な体制により

水産資源の持続的な利用を図り、資源管理、

漁業所得補償対策を推進することで、漁業経

営の安定に資するものです。 

 主な事業としましては、資源管理や共同放

流事業に対する補助、放流用の種苗生産の委

託費、資源管理、漁業所得補償対策を推進す

るための協議会費等となっております。 

 109ページをお願いいたします。 

 漁業権切替事業でございます。こちらは新

規事業となります。 

 現在、漁業法に基づき、514件の共同漁業

権、定置漁業権及び区画漁業権が免許されて

おります。これらの免許が、海面につきまし

ては平成25年８月31日に、また、内水面につ

きましては12月31日にそれぞれ満了を迎える

ことから、切れ目のない免許を行うため、平

成24年度から準備作業を行うものです。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。資料の110ページをお願いいた

します。 

 水産環境整備事業につきましては、効用が

低下している漁場の生産力の回復や水産資源

の生息場の環境改善を図るために、覆砂によ

る底質改善や藻場造成等を行います。特に、

アサリの漁獲量は依然厳しい状況下にあり、

干潟漁場の底質改善を継続して実施する必要

があることから、引き続き有明海、八代海沿

岸で覆砂を行ってまいります。 

 また、天草西漁場として、天草市五和町か

ら苓北町地先において、藻場造成を今年度か
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らの新規箇所として実施いたします。 

 111ページをお願いいたします。 

 水産流通基盤整備事業につきましては、安

全で安心な水産物の安定供給を図るため、水

産物の生産、流通の拠点となる第３種漁港等

において、水産物の品質、衛生管理の向上及

び陸揚げ、集出荷機能の強化等に資する漁港

の整備を行うもので、本年度は、牛深漁港の

防波堤整備を推進してまいります。 

 112ページをお願いいたします。 

 水産生産基盤整備事業につきましては、水

産資源の維持、増大や水産物の生産機能の確

保を図るため、浅海域における漁場、藻場、

干潟等や、それらに関連する漁港施設の整備

を行うものです。本年度は、塩屋漁港で残土

処理護岸、御所浦漁港で外郭・係留施設等の

整備を行うほか、天草東漁場で藻場造成を実

施いたします。 

 113ページをお願いいたします。 

 単県津波・高潮対策調査事業につきまして

は、今年度の新規事業となります。これは、

東日本大震災の教訓を踏まえ、県内における

今後の津波対策の基礎資料とするため、県内

沿岸部の設計津波高の設定を土木部と連携し

て行うものでございます。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○平山全国豊かな海づくり大会推進課長 全

国豊かな海づくり大会推進課でございます。

資料の114ページをお願いいたします。 

 全国豊かな海づくり大会開催準備事業でご

ざいます。 

 平成25年に本県で開催されます第33回全国

豊かな海づくり大会の準備を進めてまいる事

業でございます。 

 事業内容につきましては、２の(1)から(4)

につきましては、県の実行委員会負担金とし

て支出して執行するものでございます。実施

計画の策定、大会の広報、宣伝、プレイベン

トの開催、実行委員会の運営を行ってまいり

ます。(5)につきましてが、県の事務費とし

て執行する分でございます。 

 本年の事業といたしましては、１年前のプ

レイベントといたしまして、エコパーク水俣

におきまして、10月28日に記念放流を実施い

たします。あわせて、くまもと海づくりフェ

スタといたしまして、県の農業公園カントリ

ーパークにおいて毎年実施されておりますく

まもと農業フェアと同時開催で海づくりフェ

スタを実施いたします。10月27日、28日の２

日間で開催を予定しております。 

 全国豊かな海づくり大会推進課、以上でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 

○守田憲史委員長 次に、付託議案等の審査

に入ります。 

 関係課長から順次説明をお願いします。 

 

○国枝農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 引き続き、２冊目の御説明資料の予算関係

のほうをごらんください。 

 この説明資料、前半は第１号議案となって

おります６月補正予算、後半は、報告第１号

のほうでございますが、平成23年度繰越計算

書の御説明となっております。 

 まず、６月補正のほうを説明させていただ

きます。資料の１ページをお願いいたしま

す。 

 これは６月補正予算の総括表でございま

す。一番下の合計欄をごらんください。 

 農林水産部全体の６月補正予算は、補正額

欄の一番下ですが、合計で174億円余の補正

となっております。 

 資料２ページからは、農林水産政策課の補

正予算でございます。 

 上段の農政企画推進費といたしまして、95

1万円余の増額をお願いしております。 

 右側の説明欄に記載しました、１番目が、

農山漁村新エネルギー推進事業、２番目のお
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やつプロジェクト、３番目のくまもと赤のブ

ランド推進事業、この３つにつきましては、

先ほど御説明いたしましたので、説明は省略

させていただきます。 

 それから、下段ですけれども、農業研究セ

ンターの球磨農業研究所費の80万円余の増額

でございます。これは、球磨農業研究所の圃

場の一部を道路用地として提供いたしました

ことに伴い、圃場の防風林代替ネットの設置

が必要となったものでございます。 

 次に、資料の40ページをお願いいたしま

す。 

 平成23年度繰越総括表でございます。繰越

額の一番下の合計欄をごらんください。 

 農林水産部全体で、476件、164億円の繰り

越しとなっております。２月議会で御承認い

ただいた明許繰越額のほかは事故繰り越しは

生じておりません。農林水産政策課関係では

繰越額はございません。 

 以上でございます。 

 

○吉田団体支援課長 説明資料３ページをお

願いいたします。 

 水産業協同組合指導費でございます。110

万円の増額をお願いいたしております。 

 説明欄の１の熊本県漁業協同組合連合会補

助でございますが、これは県下38漁協の連合

会組織である熊本県漁業協同組合連合会に対

します補助でございまして、この連合会の後

継者育成の取り組み、女性部の活動などの経

費の一部を補助するものでございます。 

 ２の漁業共済加入促進事業費でございます

が、県内の漁業共済事業を運営する熊本県漁

業共済組合に補助するものでして、共済加入

を促進するために必要な経費の一部を補助す

るものです。 

 団体支援課は以上です。どうぞよろしくお

願いいたします。 

 

○船越農地・農業振興課長 農地・農業振興

課でございます。４ページをお願いします。 

 上段のほうの農村地域農政総合推進事業費

としまして、先ほど申し上げました農業振興

地域の整備促進事業費、それとみんなで取り

組む耕作放棄地活用事業と、それと農地集積

加速化事業、あわせて１億7,765万円余の補

正をお願いしております。 

 下段のほうの農業諸費の2,847万円でござ

いますが、これは緊急雇用創出基金を活用し

まして、戦後の開拓団でございますとか、自

作農創設のときのいろんな資料が相当老朽化

しておりますので、これを行政文書の電子化

を行う事業でございます。その事業費として

上程しております。合わせまして２億612万

円余の補正をお願いしております。というこ

とで、よろしくお願いします。 

 

○田中担い手・企業参入支援課長 ５ページ

をお願いいたします。 

 農業総務費において、695万円の増額補正

をお願いしております。 

 説明欄の地域を引っ張るリーダー育成事業

でございます。地域営農組織設立のために講

座開設等を行うものでございます。 

 農業改良普及費におきまして、9,211万円

余の増額をお願いしております。 

 説明欄１の企業等農業参入支援事業につき

ましては、参入助成の増、企業役員等を対象

にした経営講座の開催、新商品開発、新市場

開拓に関する助成を行うものでございます。 

 説明欄２の地域で育てる新農業人育成総合

推進事業につきましては、主要事業で説明し

たとおり、研修主体の再構築に係る助成の増

額分を計上しております。 

 ６ページをお願いいたします。 

 説明欄３のくまもと農業アカデミーは、農

大、農研センター、県立大学の３者が連携し

て講座を開設するものでございます。 

 ４のアグリビジネス創出支援事業につきま

しては、企業、農業団体等連携による商品開
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発等に関する助成、農林水産業への最先端技

術導入のアイデア募集を行うものでございま

す。 

 以上、当課合計で9,906万円余の増額をお

願いしておりまして、補正後の合計額は18億

6,770万円余となっております。 

 担い手・企業参入支援課は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○板東流通企画課長 流通企画課でございま

す。７ページをお願いいたします。 

 農業総務費のうち、最上段、農産物流通総

合対策費の613万円余につきましては、先ほ

ど説明させていただいたとおりでございま

す。 

 続いて、中段、流通体制整備費166万につ

きまして、説明欄１の卸売市場整備推進事業

51万円は、卸売市場が行う統計調査に対する

助成でございます。 

 ２は、新たに今回補正計上させております

くまもとの卸売市場魅力アップ支援事業でご

ざいますが、内容は先ほど説明いたしました

とおりでございます。 

 最下段から８ページにかけます、ブランド

確立・販路対策費の4,380万円余につきまし

ては、説明欄にあります５つの事業の内容

は、先ほど説明させていただいたとおりでご

ざいます。 

 なお、５の農林水産物等アジアマーケット

開拓支援事業につきましては、今回の補正に

よりまして新たに計上させていただいている

ところでございます。 

 以上、流通企画課、補正額5,100万円余、

総額で２億1,200万円余を提案しておりま

す。御審議のほうよろしくお願いいたしま

す。 

 以上です。 

 

○小栁むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。９ページをお願いします。 

 ２段目の農村地域農政総合推進事業費に26

0万円余を計上しております。 

 説明欄１のくまもとの食魅力発信事業は、

熊本の食の魅力や食文化の情報発信と地域独

自の農林水産物の利用促進を図るため、セミ

ナーを開催する経費として96万円。 

 ２のくまもとの食と人が輝く地域づくり事

業は、食の名人を活用した地産地消、地域振

興への支援に166万円を計上しております。 

 最下段の山村振興対策事業費でございます

けれども、20億7,900万円余を計上しており

ます。 

 説明欄１の中山間地域等直接支払事業は、

先ほど説明しましたとおり、20億7,600万円

余。 

 ２の新規事業、農山漁村活性化促進事業

は、農山漁村活性化のための集落調査やすぐ

れた活動を行った集落の表彰に要する経費と

して300万円余を計上しております。 

 10ページをお願いいたします。 

 ２段目の農作物対策推進事業費でございま

す。 

 ジビエ利活用緊急促進事業でございますけ

れども、先ほど説明しましたとおり、ジビエ

を有効活用するための取り組みに要する経費

として860万円余を計上しております。 

 ４段目の国庫支出金返納金は、平成22年度

に実施した国庫補助事業において、受益者の

確定申告に伴って消費税の還付が生じたこと

から、国費相当額23万円余を返納するもので

す。 

 ５段目の土地改良費ですけれども、総額４

億8,000万円余を計上しております。 

 その内訳ですが、最下段の県営中山間地域

総合整備事業費は、中山間地域の農業生産基

盤と生活環境基盤を総合的に整備する経費と

して、16地区分として４億7,200万円余を計

上しております。 

 11ページをお願いいたします。 
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 １段目の集落環境整備事業費ですけれど

も、美しい農村景観保全活用事業、これは先

ほど説明いたしました市町村の行う農村景観

の保全、活用に対する助成に410万円。 

 それから、２段目の中山間ふるさと・水と

土保全対策事業費ですけれども、本年10月に

山都町で開催されます全国棚田サミットの補

助金負担金として400万円を計上しておりま

す。 

 むらづくり課、補正額合計で25億7,000万

円余の増額補正でございます。 

 最後に、41ページをお願いいたします。 

 報告事項の繰越明許費でございます。 

 県営中山間地域総合整備事業費ですけれど

も、設計に関する諸条件及び用地の対応に不

測の日数を要したため、４地区で7,800万円

余を繰り越したものです。８月の竣工を目指

して鋭意努力をしております。 

 むらづくり課の説明は以上です。よろしく

御審議をお願いいたします。 

 

○松尾農業技術課長 農業技術課でございま

す。資料の12ページをお願いいたします。 

 まず上の段、農業改良普及推進費につきま

して、340万円の増額補正をお願いしており

ます。 

 これは、国の交付型の新規事業でございま

して、試験研究機関等で開発されました新技

術を早急に普及するための実証等に要する経

費でございます。 

 下の段、農作物対策費のうち土壌保全対策

事業費につきまして、1,000万円余の増額補

正をお願いしております。 

 これは、先ほど御説明させていただきまし

たとおり、くまもとグリーン農業の取り組み

拡大に向けまして、消費者等の理解促進活動

に要する経費でございます。 

 以上、農業技術課としまして、計1,340万

円余の増額補正をお願いするものでございま

す。よろしくお願いいたします。 

 

○山中農産課長 農産課でございます。資料

13ページをお願いいたします。 

 農作物対策費のうち、まず米麦等品質改善

対策事業につきましては、右側説明欄の１、

これは、米、麦、大豆の種子生産、これを行

っております主要農作物改良協会、この経費

に対する助成でございます。 

 ２番目の農業団体等が行います米、麦、大

豆等につきましての生産販売対策、これを推

進するために要する経費助成、それから、３

番目にありますのは、先ほど御説明いたしま

した麦の新規事業でございます。合計2,725

万円余の増額をお願いするものでございま

す。  

 下段の畑作振興対策費につきましては、

県、それからたばこ耕作組合あるいはＪＴ等

で県たばこ耕作振興協議会をつくっておりま

すけれども、その活動費助成として30万余の

増額をお願いするものでございます。 

 資料14ページをお願いいたします。 

 上段のい業振興対策費は、先ほど御説明い

たしましたくまもと畳表復興支援事業を新た

に実施するための経費としまして、2,135万

円の増額をお願いするものでございます。 

 中段の生産総合事業につきましては、国か

らの追加内示等を受けまして事業費が増加す

ることから、４億7,000万円余の増額をお願

いするものでございます。 

 下段の水田営農活性化対策費につきまして

は、右側の説明欄１の水田新産地形成事業で

は、米にかわる地域特産物の定着を図るため

の農業団体の取り組みに対する助成及び２の

先ほど御説明いたしました熊本型産地再編販

売力強化事業を新たに実施するための経費と

しまして、合計7,711万円余の増額をお願い

するものでございます。 

 以上、農産課といたしましては、５億9,60

0万円余の増額補正を上げさせていただいて

おりますので、よろしく御審議いただきます
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ようお願いいたします。 

 次に、資料42ページをお願いいたします。 

 繰越明許費についての報告でございます。 

 生産総合事業につきまして、昨年度の国の

４次補正に基づく追加内示を２月24日に受け

まして事業に着手いたしましたけれども、事

業計画の作成等に不測の期間を要しましたた

めに、実施地区11地区で28億9,900万円余の

全額を繰り越したものでございます。各地区

とも、現在早期完了に向けまして指導を行っ

ているところでございますので、よろしくお

願いいたします。 

 農産課は以上でございます。 

 

○野口園芸課長 15ページをお願いいたしま

す。 

 まず、野菜振興対策費でございます。 

 説明欄１、熊本県野菜振興協会の事業費の

補助でございます。 

 ２番目のくまもと稼げる園芸産地育成対策

事業、先ほど説明しました事業の一部を６月

補正に上げております。 

 それから、次の３、４、それから次のペー

ジの５につきましては、先ほど説明したとお

りでございます。 

 16ページの債務負担行為につきましては、

木質バイオマスの燃焼灰、これを加えた堆肥

製造の試験の委託業務が、年度をまたぎまし

て25年度までかかりますので、債務負担行為

とさせていただいたものでございます。 

 次に、花き振興対策費でございますが、１

につきましては、花き協会の事業費の補助で

ございます。 

 ２につきましては、先ほど説明したとおり

でございます。 

 果樹振興対策費につきましても、先ほど説

明したとおりでございます。 

 園芸課といたしまして、合計２億5,300万

円余の増額をお願いするものでございます。 

 園芸課は以上でございます。 

 

○平山畜産課長 17ページをお願いいたしま

す。 

 上段の畜産振興対策事業費、１億2,700万

円余をお願いするものでございます。 

 内容につきましては、先ほど御説明いたし

ました放牧畜産技術認証取得推進事業及び馬

刺し冷凍処理促進事業に係るものでございま

す。 

 下段の循環型耕畜連携体制強化事業につき

ましては、110万円余の補正をお願いするも

のでございます。これは新規事業で、くまも

とグリーン農業支援事業といたしまして、グ

リーン農業の推進に向けた畜産由来の良質堆

肥の供給体制の強化に要する経費でございま

す。 

 続きまして、18ページをお願いいたしま

す。 

 畜産物市場流通戦略対策事業費でございま

す。補正額が1,500万円でございます。これ

は、先ほど御説明しましたくまもとの牛首都

圏市場開拓支援事業でございます。 

 下段の広域農業開発企画調整調査費でござ

います。 

 農用地整備公団が実施した草地造成や農業

用道路の建設などの償還金でございます。財

源内訳のその他の２億7,600万円余は、市町

村等が負担するものでございます。 

 以上、畜産課補正予算額８億4,800万円余

でございます。よろしくお願いいたします。 

 それと、続きまして43ページをお願いいた

します。 

 繰越明許費でございます。 

 上段は、食肉処理業者などの冷凍機器整

備、中段は、牧野組合などによる牧柵などの

整備、下段は、家畜保健衛生所などにおける

防疫対策のための整備導入などでございま

す。いずれも効率的な施行を行うために設計

などに時間を要したものでございます。早期

完成に努めてまいります。 
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 畜産課は以上でございます。 

 

○荻野農村計画課長 農村計画課でございま

す。19ページをお願いいたします。 

 土地改良費といたしまして12億6,000万円

余の補正をお願いしております。 

 主には、国営土地改良事業直轄負担金で

す。これは完了地区を含む４地区の国営土地

改良事業に対する県及び地元の負担金でござ

います。 

 次に、土地改良施設維持管理事業費の補正

額としまして、先ほど御説明いたしました基

幹水利施設応急対策事業に係る予算、2,000

万円を計上しております。 

 一番下の国営事業継続地区推進調査費です

が、これは国営関連の県営事業の未採択地区

の調査、検討に要する経費でございます。 

 20ページをお願いいたします。 

 一番上の森林総合研究所営特定中山間保全

整備事業負担金でございますが、これは既に

事業完了いたしました阿蘇小国郷区域の特定

中山間保全整備事業に対する県及び地元の負

担金でございます。 

 最後に、下の部分、農地防災事業費でござ

いますが、２億9,000万円余の補正をお願い

しております。 

 海岸保全直轄事業負担金ですが、これは国

が行う玉名横島地区の直轄海岸保全施設整備

事業に対する県の負担金でございます。 

 以上、農村計画課といたしまして、総額で

15億5,463万7,000円をお願いしております。

御審議のほどお願いいたします。 

 また、繰越明許の関係でございます。44ペ

ージをお願いいたします。 

 繰越明許費でございます。 

 農村計画課の翌年度繰越額は、３つの事業

で総額7,134万円余となっております。 

 繰り越しの主な理由といたしましては、一

番上の土地改良施設維持管理強化事業費にお

きましては、地元調整の結果、工事施工に制

約が生じたものでございます。 

 次に、小水力・太陽光発電導入モデル事業

費におきましては、発電した電気の契約に伴

い、基本料金の調整協議に不測の日数を要し

たものでございます。 

 最後に、農業農村整備推進交付金事業にお

きましては、交付金の対象事業の追加内示が

年度末にございまして、年度内完了が困難と

なったものでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○緒方技術管理課長 45ページをお願いしま

す。 

 補正予算はございません。 

 繰越明許費について、技術管理課において

は、２件で300万円余の繰り越しでございま

す。農地費、林業費がありますが、事業内容

は同じものでございます。 

 繰り越しの理由は、電子入札・進行管理関

係システムの機器の更新に合わせまして、経

費節減のため庁舎内に設備を移設する計画を

しておりますが、この移設計画検討に不測の

日数を要したために年度内完了が難しくなっ

たものでございます。 

 以上、よろしくお願いします。 

 

○大石農地整備課長 農地整備課でございま

す。21ページをお願いいたします。 

 土地改良費でございます。30億6,800万円

余を計上しております。主なものを御説明い

たします。 

 上段にあります県営かんがい排水事業です

が、農業用水施設や排水機場等の整備を行う

もので、芦北町の芦北地区を初め13地区で実

施してまいります。 

 次のページをお願いいたします。 

 上段の県営経営体育成基盤整備事業です。 

 区画整理や用排水施設等の一体的な整備を

行うもので、菊池市の南田島、佐野地区を含
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む16地区で実施してまいります。 

 中段の農業体質強化基盤整備事業ですが、

農業体質強化のための農地整備や農業水利施

設の更新等を行うもので、熊本市の梅洞地区

を含む21地区で実施してまいります。 

 次に、下段の農地防災事業費でございま

す。14億700万円余を計上しております。 

 海岸保全事業ですが、海岸堤防等の整備を

行うもので、宇城市の豊川地区を含む４地区

で実施してまいります。 

 次のページをお願いいたします。 

 上段の農地防災事業ですが、農用地の土壌

侵食やのり面崩壊等の発生防止のための整備

を行うもので、熊本市の平野地区を含む11地

区で実施してまいります。 

 最下段にありますように、農地整備課とし

ては、合計で44億7,600万円余の増額補正を

お願いするものでございます。 

 次に、46ページをお願いいたします。 

 繰り越しでございますが、46ページから47

ページにかけまして記載しております。 

 平成23年度の国の第３次・４次補正及び通

常の繰り越し分としまして、計画設計に関す

る諸条件や用地の関係等でやむなく繰り越し

を行うものでございます。 

 主なものを御説明いたします。次の47ペー

ジをお願いいたします。 

 上段にあります農業体質強化基盤整備促進

事業でございます。 

 この事業は、平成23年度の国の第４次補正

予算で新規の補助事業として創設されたもの

でして、現在実施中の県営事業の推進を図る

ためにこの事業を最大限活用することとし、

平成23年度の２月補正で増額補正をお願いし

たものですが、その全額41億円余を繰り越し

するものでございます。 

 それを含めまして、農地整備課としまして

は、10事業で56億9,600万円余の繰越額でご

ざいます。今後、事業効果の早期発現がなさ

れるよう、工事の早期完成に努めていきたい

というふうに考えております。 

 農地整備課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課でございま

す。24ページをお願いいたします。 

 林業総務費で３億1,700万円余の増額補正

を提案させていただいております。 

 これは、説明欄１の森林整備地域活動支援

交付金事業等の増額に加え、説明欄３の新規

事業の市町村森林所有者情報整備事業1,428

万円の増額及び25ページの水とみどりの森づ

くり事業の１億7,710万円余の増額補正によ

るものです。 

 次に、林業振興指導費でございます。 

 説明欄の一番下にございます新規事業の森

林作業道作設オペレーター育成加速化事業等

で、360万円余の増額をお願いしておりま

す。 

 26ページをお願いいたします。 

 造林費でございます。 

 説明欄１の森林環境保全整備事業の７億6,

800万円余の増額と、説明欄２、新規事業の

低コスト林業実践事業の1,750万円の増額に

より、７億8,600万円余の増額をお願いして

おります。 

 次に、県有林費でございます。 

 本事業は、県有林の管理、運営を行うもの

であり、１億7,100万円余の増額補正をお願

いしております。 

 以上、森林整備課といたしまして、総額で

12億7,800万円余の増額補正をお願いするも

のでございます。 

 次に、48ページをお願いいたします。 

 上から３つ目の森林環境保全整備事業費で

40件、14億円余を初め、４事業で102件、18

億7,800万円余を繰り越しておりますが、い

ずれも年度内に完了する予定でございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 
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○岡部林業振興課長 林業振興課でございま

す。28ページをお願いいたします。 

 林業振興指導費の林業労働力対策事業費で

4,526万円余の増額をお願いしております。 

 これは、１の施業プランナーを育成する施

業集約化加速化事業、２の林業従事者の技術

向上や資格取得のための研修事業、３の生産

現場での作業システムを検証し、低コストに

つなげる林業作業システム効率化事業を行う

ものでございます。 

 29ページをお願いいたします。 

 林業産業振興対策費で2,912万円余の補正

をお願いしております。 

 これは、１、２、３の林業木材産業関係団

体等への助成や、４の先ほど御説明いたしま

した木質バイオマス等エネルギー対策事業な

どを行うものでございます。 

 30ページをお願いいたします。 

 県産木材需要拡大対策費で1,987万円余の

増額をお願いしております。 

 これは、２の建築士や工務店の方を県産木

材のよさ等をアピールしていただくアドバイ

ザーとして登録するための研修や活動支援の

経費でありますくまもと県産木材アドバイザ

ー活動支援推進事業、３の先ほど御説明いた

しました県産木材輸出促進事業などを行うも

のでございます。 

 31ページをお願いいたします。 

 林産物振興指導費で1,028万円の増額をお

願いしております。これは、３の先ほど御説

明いたしました稼げる竹林整備推進事業など

を行うものでございます。 

 32ページをお願いいたします。 

 下段の林業・木材産業振興施設等整備事業

費で４億1,493万円余をお願いしておりま

す。これは、先ほど御説明いたしました緑の

産業再生プロジェクト促進事業により、製材

等の加工・流通施設などへの助成を行うもの

でございます。 

 33ページをお願いします。 

 林道事業費で13億9,968万円余をお願いし

ております。これは先ほど御説明いたしまし

た林道事業の県施行分関係の経費でありま

す。 

 林業振興課としましては、合計19億2,000

万円余の補正をお願いしております。 

 続きまして、49ページをお願いいたしま

す。 

 繰り越しの御報告です。 

 林業費の林業・木材産業振興施設等整備事

業費や、50ページをお願いいたします。 

ここに掲げております災害復旧費の過年、

現年の林道災害復旧費など、合計８事業で64

カ所、23億3,105万円余の繰り越しとなって

おります。なお、この中には、11月、12月の

補正分10億7,615万円余も含まれておりま

す。 

 繰り越し理由といたしましては、用地関係

や計画設計等に関する諸条件により不測の日

数を要したものでございます。６月末で10カ

所が完了予定ですが、他は年度内の完了を予

定しております。 

 林業振興課は以上です。よろしく御審議の

ほどお願いいたします。 

 

○本田森林保全課長 森林保全課でございま

す。資料の34ページをお願いいたします。 

 治山事業費及び保安林整備事業費で、合わ

せて21億390万円余の補正予算をお願いして

おります。事業内容については、先ほど説明

しましたとおりでございます。 

 続きまして、51ページをお願いします。 

 繰り越し計算でございます。 

 治山事業から最下段の現年治山災害復旧費

まで、４事業で総額24億5,098万円余を繰り

越しております。 

 繰り越し理由としましては、設計に関する

諸条件や資材の入手難等によるものでござい

ます。いずれの箇所も年度内に全て完了の予

 - 26 -



第２回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成24年６月22日) 

定でございます。 

 森林保全課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いします。 

 

○平岡水産振興課長 水産振興課でございま

す。資料の35ページをお願いいたします。 

 まず、水産業総務費として282万円余の補

正をお願いしております。 

 内訳につきましては、説明欄にありますと

おり、漁業無線指導事業に係る事業費でござ

いまして、熊本県無線漁業協同組合への運営

費の補助に係る経費となります。 

 次に、漁業取締費として、漁業取締船の法

定検査に要する経費であります1,412万円余

の補正をお願いしております。 

 以上、合わせまして1,694万円余の補正を

お願いしております。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 なお、繰り越し関係はございません。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。資料の36ページをお願いいたし

ます。 

 36ページから39ページまで、14億2,400万

円余の増額補正をお願いしております。 

 まず、最上段の沿岸漁場整備開発事業費に

つきまして、3,070万円の補正をお願いして

おります。内容といたしましては、主要事業

で御説明申し上げました水産環境整備事業の

うち、藻場漁場の整備に係る補正となりま

す。 

 次に、３段目の漁港建設管理費で13億9,30

0万円余の増額補正をお願いしております

が、主なものについて御説明させていただき

ます。 

 まず、最下段の地域水産物供給基盤整備事

業につきましては、地域における水産資源の

維持、増大及び水産物の生産・流通機能の強

化を図るため、漁港施設や漁場の整備を行う

もので、本年度は、県管理の大江漁港、ま

た、市管理１漁港で事業を実施します。事業

内容は、いずれも防波堤の整備となっており

ます。 

 次に、38ページをごらんください。 

 ２段目の漁村再生整備事業費につきまして

は、地域の既存施設の有効利用という観点か

ら、漁港施設や生活環境施設等の整備を行う

もので、県管理の下桶川漁港及び市町管理６

漁港の整備を推進してまいります。 

 ３段目の漁港関係港整備事業費につきまし

ては、既存施設の延命化及び更新コストの縮

減、平準化を図るため、一定計画のもとに漁

港施設の機能保全工事を行うもので、御所浦

漁港を含む県管理３漁港で事業を行ってまい

ります。 

 最下段の水産流通基盤整備事業につきまし

ては、先ほど主要事業で御説明しました牛深

漁港及び市管理１漁港での防波堤、物揚げ場

等の整備に係る補正となります。 

 39ページをお願いいたします。 

 水産生産基盤整備事業につきましても、主

要事業で御説明しました内容のうち、御所浦

漁港等で漁港施設の整備や藻場造成に係る補

正となります。 

 最下段をごらんください。 

 漁港漁場整備課といたしましては、以上合

わせまして14億2,400万円余の増額補正をお

願いしており、補正後の予算総額は31億4,50

0万円余となります。 

 次に、52ページをお願いいたします。 

 繰越明許費について御説明申し上げます。 

 52ページから53ページにかけて、９事業、

案件にいたしまして19件について、いずれも

計画に関する諸条件によりやむなく９億900

万円余の繰り越しをお願いしております。い

ずれの箇所も年度内には全て完了する予定で

ございます。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 
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○守田憲史委員長 以上で執行部の説明が終

わりました。 

 午後１時まで休憩します。 

  午前11時47分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時１分開議 

○守田憲史委員長 それでは、再開いたしま

す。 

 質疑を受けたいと思います。質疑はありま

せんか。 

 

○磯田毅委員 平岡さんにお尋ねしますけれ

ども、みんなで育てる豊かな海づくり事業の

中で、アサリの、50万ですか、この保護水面

管理事業というので。私は、八代の二見漁協

というとですかね、そこの漁協の人と話し

て、非常にアサリがですね。ナルトビエイと

いうのですかね。あれでやられて一潮でだめ

になったという話聞いて、そういう対策――

きのうもちょっと出ましたよね、環境対策特

別委員会で。そこのところをちょっと詳しく

説明してもらえんでしょうかね。 

 

○平岡水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 ナルトビエイの被害についてということで

ちょっと御説明したいと思いますけれども、

このナルトビエイは、飼育試験を行います

と、１日当たり体重の10％の貝を食べるとい

うようなことを言われておりまして、これで

換算しますと、大学の先生によりますと、有

明海で年間5,000トンぐらいは食べられてい

るんじゃないかと、そういった話もございま

す。有明海だけじゃなくて八代海のほうも、

委員おっしゃったように、ナルトビエイの被

害というのが出てきているところでございま

す。 

 県としましては、水産資源回復基盤整備交

付金という市町村に対する交付金を出してお

りまして、それぞれ八代海のほうの市町村

が、アサリの巻きつけ以外に、そういったナ

ルトビエイの対策、いろいろ策を立てたりと

か、そういった対策を行っております。 

 それから、県としましては、県漁連に約20

0万円で定額補助でナルトビエイの駆除、こ

れは駆除のほうですけれども、あと水産庁か

らは、全漁連、県漁連を経由して委託、それ

から農政局からの委託事業とか、そういった

ものでナルトビエイの駆除を行っていまし

て、これは平成14年度から現在まで続けてい

るところですけれども、大体有明海、八代海

を含めて約1,100トンのナルトビエイの駆除

を行っているところでございます。 

 地球温暖化といいますか、水温もだんだん

上がってきておりますので、昔は冬場出てい

ったところなんですけれども、年間有明海な

り八代海に滞留する期間というのは長くなっ

てきているんじゃないかなというふうに思っ

ております。ということで、県としても、そ

ういった駆除を行っているというところでご

ざいます。 

 

○磯田毅委員 そのアサリのことを言ったの

は、実は県南振興の中でフードバレー構想と

いうのを知事がおっしゃって、八代海を中心

とした、そういう水産業あたりの活性化のた

めの大きな柱になり得る――私は、アサリと

いうのは、多分ブランド化されつつあった中

で、しかも昨年は220トンですか、最盛期の

恐らく10分の１近くに減っているということ

を考えると、何らかのもっと対策の強化とい

うのが考えられても当然かなと私は思って、

さっきの質問をしたわけなんですけれども。 

 

○平山水産振興課長 アサリの対策につきま

しては、このほかにも、私どもばかりではな

くて漁港漁場整備課のほうですけれども、ア

サリの生息に適した環境をつくるということ

で県営で覆砂事業を行っておりますし、ま

た、御承知のとおり、八代海のほうは、23年
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は梅雨期の大雨によりましてかなりのへい死

が起こっております。 

 八代海のアサリにつきましては、増減を繰

り返しているというような状況でございまし

て、それは雨が多く降ったときにはそういっ

た形でへい死が起こっているということで、

ある面では自然災害という部分で――この対

策につきましては、いろいろ水産庁で調査を

行っていますけれども、例えば湛水が速やか

に沖のほうに出ていくように、例えばみおを

掘るとかいうこともいろいろシミュレーショ

ンをやられていますけれども、かなり大規模

なものをつくらないと効果がないというよう

な状況でございまして、なかなか根本的な対

策がないというような状況です。 

 そういった中で、八代市のほうで昨年か

ら、よそから天然の貝を持ってくるだけじゃ

なくて、人工種苗を放流しようということ

で、八代市で去年から取り組んでおりますけ

れども、できるだけへい死が起こった後の状

況として速やかに資源を回復させるために

は、やはり放流事業を積極的にやっていくと

いう部分しかないと思いますけれども、でき

るだけ大きくして放流したほうがいいという

ことで、今年度からは水研センターのほう

で、１センチサイズまで大きくする中間育成

と言いますけれども、そういったところの技

術開発も一緒にやるという形にしておりま

す。 

 

○前川收委員 農業改良普及事業についてち

ょっとお尋ねしたいと思います。 

 代表質問でやったんですけれども、済みま

せん、私のほうの時間の計算ミスがあって、

私のミスじゃないかもしれぬけれども、いず

れにしてもせっかく答弁を用意してもらって

いたのに要望という形で終わってしまってお

りましたので、ぜひ答弁を聞きたいなと思っ

ておりましたので、改めて質問をさせてもら

いたいと思います。 

 農業改良普及員の制度については、代表質

問で述べたとおりでありまして、非常にいい

制度だと思っていますし、この制度なくして

は統制のとれた農業振興というのはやっぱり

できないと。個人個人でやるのは別として、

それぞれ地域とか、そういった県とか市町村

とか、そういった単位の中でしっかり農業に

取り組んでいくという部分についてはなかな

か難しいと思います。 

 それで、その改良普及員というのは、もう

御承知のとおり、市町村の職員にはいらっし

ゃらないわけでありまして、農協の職員にも

普及員の免許を持っている人はほぼいない

と。となると、県にしか今はいないというこ

とでありますから、県がやっぱりしっかり担

っていく農業分野の一番大きな柱の一つだと

思っております。 

 報道等を見ると――僕は、質問までその報

道の中身は知らなかったんですけれども、報

道等を見ると、我が県の農業普及員がずっと

減ってきた。これは、人員整理等々で減って

きたということについては理解をしておりま

した。ただ、九州他県と比べても、非常に農

家戸数当たりというんですか、そういう見方

で見ても、熊本県は非常に少ないということ

だということがその質問の後わかったんです

けれども、その数字の実態をちょっと教えて

いただきたいということが１つです。 

 まず、それをじゃあ答えていただけます

か。 

 

○松尾農業技術課長 普及指導員数がどうか

ということでございますが、23年度に農林水

産省が調査しましたモニタリング調査の結果

でいきますと、熊本県の普及指導員数が192

名です。全国で第13位ということになってお

ります。先ほどお話がございました福岡県が

全国第２位で283名、鹿児島県が第３位で266

名といったようなところになっております。 

 それから、販売農家といいますか、農家当
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たりのというお話もございました。例えば、

農業所得が主であります主業農家100戸当た

りで見てみますと、九州、それから全国も、

大体平均で100戸当たり２人程度でございま

す。それに対しまして、本県は1.2人といっ

たようなところでございますので、やっぱり

少なくなっているというところはあるかと思

っております。 

 まずは以上でございます。 

 

○前川收委員 見ようでは、その少ない人数

の中でも、生産額を見ても、本県農業が他県

と劣っているとは私は思っておりませんの

で、一人一人が濃い内容で仕事をしていただ

いて、頑張っていただいているという評価に

はなると思います。 

 ただ、非常に危惧しますのは、農業普及員

制度というのは、もう私が言うまでもなく、

５年、10年、15年、20年という長いスパンの

中で、ずっと繰り返し繰り返しやっていかな

きゃならない事業だと思っていますし、途切

れるところもないが、終わることもないとい

う話でしょう。 

 そういうことでいくと、今はこういう数字

でも頑張れているという状況があるかもしれ

ませんが、10年後、20年後という将来の熊本

農業を見据えたときに、結果として、この人

数がリスクになってしまって、本県農業のＰ

ＱＣがうまく成り立たなくなるということに

でもなった場合は、それはもう取り返しのつ

かない話になるというふうに思います。 

 ただ、じゃあ簡単に人をふやせ、改良普及

員をふやせという短絡的なことを言っても、

なかなかこれは今の流れでは難しいというこ

とも十分理解はしておりますが、そういった

中で、どういう工夫をすることによって普及

員の仕事の中身の充実が図られていくのかと

いうことについて、多分御答弁の中にそれが

入っていたんだろうというふうに思っており

ますので、その辺のところの考え方について

述べていただければと思いますが。やっぱり

ここは担当課ですね。 

 

○松尾農業技術課長 普及制度につきまし

て、これまでも、何はともあれ、それぞれ地

域の課題がございますので、その課題の重点

化を図っていくこと、あるいは先ほどお話が

ございました人が足りないといったような、

少なくなってきたといったようなお話も出て

おりましたものですから、蒲島知事になっ

て、地域のサポーターとか、そういうフォロ

ーするような制度あたりも導入はしてきたと

ころでございます。 

 今後のところでございますけれども、具体

的にいろいろ見直しはしていく必要があるの

かなというふうに思っているんですが、例え

ば普及員、今その専門によりましては１名し

かいないといったようなところも中には振興

局にはございますので、エリアの問題はまた

別にしまして、少なくとも若手と中堅２人ぐ

らいがコンビを組んでやっていけるような体

制、そういったものが考えられないものか、

そういった視点も踏まえまして、今後とも農

家の期待に応えられる普及活動ということ

で、一番はやっぱり、御質問もございました

ように、普及指導員の現地指導の時間をいか

に確保するかということにもつながってくる

と思いますので、そういった視点。 

 それから、一人一人、10年先、20年先を見

据えました指導員の能力向上、資質の向上、

それと、普及と研究というのは車の両輪でも

ございますものですから、そういったところ

の連携、協調、そして先ほどもお話がござい

ました市町村あるいはＪＡとの役割分担ある

いは連携、そういったことをきちんと整理し

ながら取り組みをしていかないかぬなという

ふうに思っております。 

 

○前川收委員 現場の農家と話をすると、普

及員次第て、もう本当に。これはいい意味も
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悪い意味も含めて。磯田先生は現場でやって

いらっしゃるからわかられると思いますけれ

ども、あの人のおらすときは全然よかった

て、あの人は異動させんでくれて――本当に

ですよ。異動させないでほしいというお願い

があったり、はよかえてくれと言われたり、

まあそうこともありますけれども、本当にそ

れはやっぱり農家にとってみたときに――本

会議の中で僕は先生という表現を使ったんで

すが、あれは僕が言っているんじゃないです

よ。農家がおっしゃっていた話として言って

いるんですけれども、本当にそういう頼りに

なる部分というのが大きくて、残念ながら最

近は先生がほとんどいなくなっているという

ことになってしまっているので、その問題意

識をやっぱりしっかり県の中で捉えていただ

いて、少なくともこれ以上減らさない。これ

以上減らさない。 

 それから、年次計画で一遍にふやせという

のは無理でしょうけれども、やっぱり他県の

状況も踏まえて、今はこうでも将来はという

そういった――何か職員数の推計なんかもす

ぐわかると思いますので、そういうところは

しっかり見きわめて採用計画もつくりなが

ら、そして内容の濃い普及活動をやってもら

わないと、今はよくても、本当に10年後はわ

からぬぞということになってくると思います

ので、ぜひその点はよろしくお願いしたいと

思います。 

 それと、おっしゃいました普及と研究が、

これは全く表裏一体だと思っておりまして、

農研センターですね、農業でいえば。いわゆ

る普及員が、いろんな課題を現場で見て、そ

れはもちろん自分の知見の中で解決できるも

のはきちっと解決なさると思いますけれど

も、解決できないものは当然あると思いまし

て、それを県として受け皿としてつくってあ

るのが僕は農研センターだと思っておりまし

て、そこにいろんな情報や苦情が吸い上げら

れてくると。そして、県の普及員の皆さん方

も、その中にまたいらっしゃるわけですか

ら、そこで総合研究をしながら、スピード感

を持って現場にお返しすると。こういう解決

ができます、こういう方法がありますとい

う、そのリレーションがしっかりできていく

ことというのが大事だというふうに思ってい

ます。 

 農研センターの内容は、ちょっと時間をか

けながら――それはあか牛の種の開発なんて

いうのはまだ終わっていないし、ずっと営々

と続く話ですし、今は黒もそうでしょうけれ

ども、ずっと続けていかなきゃならない研究

分野と、それから、種をつくるにしても、い

ろんな品種をつくるにしても、非常に長い時

間がかかってやっていかざるを得ない部分も

あると思います。 

 ただ、その部分はその部分でしっかり頑張

ってもらいたいんですけれども、何というん

ですか、栽培方法、一工夫変えれば全然違い

ますよというその栽培方法の一工夫の部分な

んかも、やっぱり農研センターでしっかりや

ってもらいたいと思っておりますけれども、

きょうはセンター長もお見えいただいており

ますが、来てもらわな困ると思っていますの

で、そういう全体の研究内容について、農研

センターでどういう思いを持って取り組んで

いただいているのか、教えてもらいたいと思

います。 

 

○麻生農業研究センター所長 今、前川委員

から、研究センターの今後の取り組みという

ことについてお聞きになりましたけれども、

まず、県の研究センターは、大学あるいは国

と違うのは、やはり農家があっての研究セン

ターということをまず思っています。 

 私は、一つの例として、ある品種をつくっ

て、それを現場で普及員が産地化し、それを

農業団体等が販売をしていくと。出口までき

ちっと見える段階で、やはり先生がおっしゃ

ったように、長くかかるものも短いものもご
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ざいますけれども、いずれにしましても、最

後にやはりそういう農家の経営に直結する研

究をやらなければならないというふうに思っ

ております。 

 先生の最後の、長いのはわかるけれども、

なかなか研究センター、ヒットが出らぬよね

と。短期間にすることにつきましては、現場

のほうからも言われておりまして、幾つか喫

緊の課題等も、温暖化、それから省エネ等々

につきましても、考え方としては、ざくっと

申しますと、研究員だけで考えるんじゃなく

て、現場の知恵といいますか、農家の知恵と

いいますか、そういうものもしっかり取り入

れながら、みんなの総合力で成果が出るよう

な工夫を今後今まで以上にやっていきたいと

いうように思っております。 

 

○前川收委員 さっきの先生という話にちょ

っと戻しますけれども、人が少なくても――

私のイメージですよ。例えば若い指導員であ

ったにしても、その人が現場の農家の声を聞

いて、こういう改善をしてほしいというの

が、その人がその場で答えられなくても、そ

のために農研センターがあって、農研センタ

ーに戻すことによってすぐ答えが出てきて、

ぱっと改善できるという話が仮にあれば、そ

れはその人は先生になるんですね。そういう

背景、その人一人でやっているわけじゃない

んだから。そういう形で今でもやっていらっ

しゃると思いますけれども、今センター長が

おっしゃったとおり、やっぱりＰＱＣという

熊本県農政が掲げている大きな課題というん

ですか、目標というんですか、そういった部

分をしっかり、研究部門といえども意識を持

って、いろんな珍しい研究は大学も確かにあ

るし、国の研究機関もあるわけですから、そ

れはそちらとの連携でもできるわけで、やっ

ぱり農家の立場にあって、農家の近くにある

農研センターであってほしいというふうに思

います。ちょっと距離感が最近あるのかなと

いう心配をいたしておりますので、その辺の

ところをぜひしっかり頑張っていただければ

と思います。 

 以上です。 

 

○松田三郎委員 厚いほうの主要事業の資料

の29ページですが、担い手・企業参入支援課

の田中課長にお尋ねします。 

 国としても重要施策、ある意味では目玉の

事業にもかかわらず、新聞等、直接課長から

もお伺いしましたけれども、大体40％ぐらい

の内示だったと。九州各県もほとんど同じよ

うな割合で、農業新聞を見ますと、全国的に

大体４割ぐらいというような記事もお見受け

をいたしました。 

 それで、この金額が書いてありますが、本

県の場合、数で言うと、例えば要望の人数と

いうか、一応調査なさったわけでしょうか

ら、上がってきて、大体４割ぐらいでしょう

から、何人に対して何人ぐらいの割合になる

かという人数をお聞かせいただきたいという

のが１点でございます。 

 もう一つは、全国共通同じような状況であ

るならば、近い将来、国のほうも多少なりと

も何か考えていただけるのかなとは思いつ

つ、引き続き、県も我々も、国に対して要望

していかなければならない事業だと思ってお

ります。 

 それで、課長にもちょっと説明を受けたと

きにお伺いしまして、このままの状況なら

ば、例えば10人のうち４人ぐらいしか金額的

にはなかなか給付できないと、例えば150万

を75万にすれば倍にでけんですかと言うた

ら、そういう要項とかスキームにはなってい

ないということですので、必然的に何らかの

優先順位をつけて絞り込みをしなければなら

ない。 

 一定の基準はあるようでございますが、な

かなか意欲のある人、といってもほとんどそ

うでしょうから、基準はあるとはいえ、実際
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絞り込む、まあ表現があれですけれども、人

数をある程度絞っていくには大変な作業だと

思います。どういうふうにこれから――ふえ

ないことを前提にして、なさっていくのか。

大きな方向性で結構でございますので、教え

ていただきたいと思います。 

 それと関連して、これを見よって準備型と

経営開始型、実施主体が県と市町村となって

いますけれども、これには、今言いました優

先度を判断する主体もそれぞれ、２年間のほ

うについては県、５年間のほうは市町村とい

うふうになるのかどうかを含めてお答えいた

だければ。 

 

○田中担い手・企業参入支援課長 まず、人

数の積算についてお答えいたします。 

 主要事業説明資料の29ページのほうに９億

6,500万というふうに書いておりますが、こ

れにつきましては、11月時点で、これまでの

就農状況とかを見まして、610人ということ

で想定しているところでございました。これ

に対して、国からの内示のほうは約260名と

いうことで、本県の割り当ての内示は42％強

というふうな状況でございます。 

 これにつきましては、11月時点で要件がま

だぼやっとしとった部分もありますので、こ

ちらの推計とかも含めて予算を積算してみま

したけれども、現在、また市町村のほうに今

の条件でということで再度照会とかはしなが

ら、実際の要件に近い形のところをこれから

とってまいりたいと考えております。一度と

りましたけれども、その際にも、今の610名

ぐらいの人数でございました。それと、基準

ということで、国のほうからは、この内示額

の中で優先順位をつけて考えてもらいたい

と。 

 ３番目の質問のほうになりますけれども、

この判断の基準は、準備型につきましては、

実施主体である県が行います。それと、開始

型につきましては、同じく実施主体の市町村

が行うというふうなところでございます。 

 その基準といいますか、国が出しました通

知につきましては、まずは面接などで意欲と

か、あるいは準備型の場合は生計費の確保の

必要性が高い人とか、そういうような内容で

ございます。開始型については、経営の発展

性が高いものとか、あるいは同じく生活費の

確保が高い人とか、あるいは地域が新規就農

者を必要としているような地域、例えば中山

間とか、そういう地域の就農者を優先するよ

うな通知でございました。 

 これにつきましては、なかなか、今申し上

げたとおり、払う払わないの説明責任という

のが実施主体にございますので、現状でこれ

を使うか、どうやって活用するかというのは

ありますけれども、ひとまず制度をつくりま

した国のほうでしっかり、要件に満てる人は

枠を確保してもらいたいというふうな要望を

やってまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 

○松田三郎委員 わかりました。 

 じゃあ、場合によっては、まあ人数の関係

もあるでしょうけれども、同じ人でも、例え

ばマックスで言えば２年と５年、７年間もら

えるわけですね。こっちは県が判断する、こ

っちは市町村というならば、同じ人で、同じ

準備をして、これから就農を開始しようとい

う人でも、県のほうはよかったばってん、市

町村でだめだったばいという可能性もあると

いうことですかね。 

 

○田中担い手・企業参入支援課長 準備型の

場合は、県のほうで一律に判断しますが、市

町村で判断します経営開始型のほうは、今委

員が御懸念のとおり、ある市でよくて、ある

市ではだめという可能性がないとは言えない

ということです。 

 

○松田三郎委員 まあ、やってみらんばわか
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らぬところもあっとでしょうけれども、ちょ

っと細かい話ですが、この要件の中で、人・

農地プランて、各市町村がこれからつくられ

るわけでしょう。それに位置づけるというこ

とは、個人名を、例えば町の誰々さんがこう

いうふうにというのが位置づけられるという

ことですか、プランの中に。 

 

○田中担い手・企業参入支援課長 人・農地

プランは、これから市町村のほうで、そこの

地域の農業の後継者はどうするか、そういう

ふうな位置づけや中心経営体というのをそこ

に書くようになっています。それにつきまし

ては、具体的に氏名を書くというふうになっ

ています。ですから、氏名を書いた人がこの

青年給付金の対象になると。ただ、プラン自

体は、給付金が今始まっていますけれども、

これから策定するというところもありますの

で、市町村のほうでプランに位置づける見込

みというふうな判断をすれば、給付金の対象

になるということでございます。 

 

○前川收委員 関連でよかですか。僕もこれ

は代表質問でやったんですけれども、答弁は

求めませんでしたが、市町村がやる開始型が

何人割り振られるのか、結局両方合わせて今

のところ260人で、そのうち何人が、例えば

開始型で市町村ですと、その市町村は、例え

ば菊池市が２人、あさぎり町が５人とか、そ

の割り振りも、案分的なものでやるのかどう

かで全然違ってくるというふうに思います

し、そのやり方次第では、同じことをやって

いる人が、さっきおっしゃったように、こっ

ちじゃもらえるけれども、あっちじゃもらえ

ないと、市町村の違いだけによってもらえな

いというような形になってしまう制度的な欠

陥になるんじゃないですか、それは。いかが

ですか。 

 

○田中担い手・企業参入支援課長 確かにお

っしゃるとおり、今４割という状況の中で

は、どういうふうに市町村に案分するかとい

うのは、非常に我々も悩んでいるところでご

ざいます。 

 これまで、昨年末から４回、市町村を集め

た担当者会議を開いて、こちらのいろいろ課

題とか含めて今協議しているところですけれ

ども、どういうふうにやるかというのは、今

のところまだ考えがつかないというところで

ございます。それで、いろいろ市町村の方と

も意見交換をしながら、今後進めてまいりた

いと考えております。 

 

○前川收委員 それは、多分260名だからの

問題じゃなくて、要望分全部人数が満額来た

にしても、その案分というやり方が果たして

この制度と合うのかなということ、もしく

は、その調査時に手が挙がったところだけ上

げますと。それは、役所が見ただけの見方で

あって、本当はこの人もいました、実はこの

人だって対象ですよって、この人はやっぱり

違うとか、そういうときに案分的なものでや

るというのは、やっぱりどだいが私は無理じ

ゃないかなと。だから、制度的な問題という

ふうに言ったんですけれどもね。 

 それから、同じような制度的な問題として

おかしいと思っているのは、親元就農です

ね。親元就農の方が、５年間で経営移譲をし

てほしいという話があるということも聞いて

おります。 

 それは、大体学校を出て親元就農をした

ら、20とか22とか18歳とかという人で、お父

さん、お母さんの年齢を見れば、30歳で生ま

れた子供でありゃ、大体50前後ですよ。それ

は農家の平均年齢から見りゃ、まだまだ若手

の働き盛りどころじゃない。50歳は若手です

よ。全く若手ですよ。その人が、自分の子供

が就農してきたからといって、じゃあ経営移

譲して、まあ農業をするなとは言わぬけれど

も、経営移譲をしなさいと言われてしまうの
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は果たしていいことかなと。それを要件とし

なきゃならないこと自体が私はちょっとおか

しいし、また、経営移譲の難しさの中には、

いわゆる施設費等々で負債を抱えていて、そ

の負債を一緒に移譲するとか、そういう部分

の問題も私は含まれていると思うんですよ

ね。施設園芸だって、やっぱりそう簡単じゃ

ないし、それから畜産関係だって、たくさん

やっぱり農家はみんな負債を抱えています

よ。それは、息子に全部すぐやれて言われた

って、今度は息子が保証問題で取れるのかと

いう話まで出てくるし、働き盛りの一番50歳

をわざわざ柱から外して息子に入れてという

ことも、やっぱりこれは制度的なおかしさだ

というふうに思います。 

 ただ、これは県の皆さんにどれだけ私が文

句を言っても仕方ない、国がつくった制度で

すから、皆さんは与えられた範囲の中でやら

なきゃいけないので、それは制度として改善

を求めて国にお話をされているということで

ありますので、後ほど委員長の方には御提案

したいと思いますけれども、これはやっぱり

意見書か何かで当委員会でまとめて、この問

題点をきちっと国に対して、執行部だけに任

せるんじゃなくて、議会側からも問題提起を

していくということが必要ではないかと思い

ますので、ぜひ、後ほどで結構ですので、意

見書提出について御提案させていただきたい

と思います。そちらはもういいです。 

 

○松田三郎委員 １つだけ確認。初年度でも

ありますが、最短で言えば、事務的に人・農

地プランの作成もあるでしょうけれども、大

体いつごろに一番早ければ給付できそうだと

いうめどはありますか。 

 

○田中担い手・企業参入支援課長 まず、開

始型については、市町村のほうで予算措置と

いうことで補正なりを組んでいただかないと

いけません。その措置が必要ということと、

先ほどのこちらの配分方針とかありますの

で、ちょっと時期的に明確なところはござい

ませんけれども、できるだけ早くしたいと思

いますが、申しわけありませんけれども、ち

ょっと明確なところは今この場ではちょっと

……(発言する者あり)済みません、そういう

ことです。 

 

○松田三郎委員 今年度中も怪しか。 

 

○田中担い手・企業参入支援課長 今年度中

は当然できるようになると思います。できる

だけ早い時期にしたいと思っております。 

 

○守田憲史委員長 ほかにありませんか。 

 

○緒方勇二委員 97ページの新規分ですが、

林業振興課にお尋ねいたします。 

 今、まさに省エネ、節電が叫ばれておりま

すけれども、せっかくソーラーとか新エネの

ほうでやっていただいていますが、とりわけ

林業ですが、もうまさに反転攻勢の時期だと

思うんですね。こういうときにこそ、逆に言

えば、板材の利用が一番最たるものだろうと

思っていますが、省エネの観点からしても、

外壁を２重に、杉板材あるいはヒノキの板材

で厚い板でやる、そういうことが非常に省エ

ネの観点上からも有効じゃないかなと日ごろ

考えておりましたけれども、こういうことが

何で取り入れられてこれないのかなとか。せ

っかくこういう新規で地産地消の家づくり推

進事業をしていただきました。そういう意味

からしても、せっかく――ソーラーのパネル

であれば、県内企業であればプラス４万円で

したかね、そういう制度も取り入れられてお

られますけれども、林業のほうから、そうい

う提案なり、もっともっと上がってきて、県

産材の利活用が進めばなと思っておりまし

た。そういうことがこういう事業の中で可能

なのかどうか。 
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 それから、各市町村が、基本利用方針でし

たか、あれが未策定のところが随分あったよ

うな新聞報道がございましたけれども、政令

市はしていなかったというお話でした。幹事

長のほうからも、区役所あたりが全然内装化

されていないとか、そういう話もありました

けれども、これも公共性の高い建物にも事業

補助をするというような内容の説明でありま

した。その辺の策定も進めていただいて、も

っともっと省エネの観点からしても、こうい

う事業にはもうちょっと幅をつくっていただ

ければなと思います。 

 また、これを工務店とか建築士さんに提案

をお願いするとか、もっと県民に広く、どう

いうことができるのかも、技能者の育成の観

点からしても――既存の鉄筋コンクリートの

建物にも、２重に張るとかしたら輻射熱の減

衰につながるとか、そういう効能もあります

ので、もっともっと広がるんじゃないかなと

考えておりますが、その辺どうですか、この

事業の先行きの見通しというか、どういう事

業の進め方でやられるのか、もうちょっと詳

しく教えていただければ。 

 

○岡部林業振興課長 委員御指摘のくまもと

地産地消の家づくりにつきましては、制度的

に、申し込みのほうが設計が終わった段階で

県産木材を５割以上使用されているときに、

その方へ柱を90本プレゼントいたします。個

人の方の住宅の場合ですね。また、リフォー

ムの際にも、ある一定率以上の方にもリフォ

ームの材料を提供いたしますというような事

業内容でございます。 

 一方、公共性の高いという方につきまして

は、下のほうに書いておりますけれども、27

0本ということで、同じように、この場合は

柱相当ですけれども、柱相当分と同等の内装

材について、フローリングとか腰壁等につい

ても補助の対象にいたしておりますので、そ

の辺は施主の方と設計者の方が話される中

で、同等額の木質の材料提供をしていきたい

というふうに思っている制度でございます。 

 それと、一応お知らせをしておきますけれ

ども、応募状況は、22年度が2.17倍、23年度

が1.63倍というようなことで、かなり施主の

方、設計者の方等の応募が多い事業ではござ

います。 

 それと、普及方法といいますか、設計者の

方等にももっとやるべきではないかというよ

うなお話をいただいたと思いますが、木材の

アドバイザー制度ということをちょっと予算

のほうでもお知らせいたしましたけれども、

設計者あるいは施工業者の方に県産材の応援

者になっていただこうということで、そうい

う認定制度もあわせてやっておりまして、そ

ちらの方の応募についても、先ほど言いまし

た90本の枠の中にアドバイザー枠というよう

なことも設けまして、そちらの方の積極的な

こちらの事業推進というようなことにも目を

向けていただいているというようなところが

ございます。 

 それともう１点、２点目で、基本方針の策

定市町村というようなことでのお話があった

と思いますけれども、答弁でも部長のほうか

らお答えがありましたけれども、25市町村が

現在策定済みでございます。うち球磨郡と阿

蘇郡につきましてが――全市町村が策定をし

ていただいておりますので、振興局を通じて

残りのところについて、市町村のほうに鋭意

策定を働きかけているところでございます。 

 また、熊本市につきましては、来週、木材

関係の方と同行いたしまして、市長に時間を

とっていただきまして、陳情をいたす中で、

この策定についてもお願いする予定でござい

ます。 

 以上です。 

 

○緒方勇二委員 もう１つ、その省エネの観

点ですね。俗に緑のカーテンとかやっていま

すけれども、外壁に２重の壁を施せばもっと
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もっと省エネになるとか、そういう観点も、

せっかく林業試験場もあるのであれば、もう

ちょっとそういうことも研究していただい

て、何も今のハイブリッド式の観点だけが省

エネにはつながらないよと、自然由来のもの

でも十分対応できるんだという観点を、県民

に広く周知していただきたいと思います。 

 また、震災で、結局木造家屋が流失した、

鉄筋コンクリート造だけが残ったというふう

な国民に認識がどうしてもあると思うんです

が、逆に言えば、木材のほうが強いというこ

とは阪神・淡路のときもできとったわけです

ね。そういう観点もいま一度喚起しとかない

と、もっともっと低迷してしまうんじゃない

かなと心配しています。 

 それからもう１つ、竹林の稼げる竹林、あ

りましたけれども、これも同じように省エネ

の観点でいえば、せっかくチップ化したりと

か、もっとできるのであれば、竹子とかでき

るのであれば――よく断熱材に使いますよ

ね。ああいう研究もしていただいて、そうい

うやつを使えば補助が出るとか、もうちょっ

と林業試験場のほうでもその辺研究していた

だいて、木材、竹林、竹材、これを使って省

エネに使える地域型の住宅が広まっていただ

ければ結構かなと思います。これは要望で

す。 

 それからもう１つ、済みません、新規でも

う１つ、県産材の輸出促進、挙げていただい

ていますが、これがスタートをするんだと思

いますけれども、どういう姿であるのかわか

りませんけれども、八代港に薫蒸施設です

か、これは木材の場合は、ちょっと教えてい

ただきたいんですが、乾燥すれば薫蒸は要る

んですか。それとも、新たに、例えば中国を

にらんだときに、米みたいにして、ああいう

ふうに薫蒸施設が要るんでしょうか。 

 

○岡部林業振興課長 木材の輸出の場合は、

今輸出されている方のお話を聞く中では、中

国に輸出する際は、委員がおっしゃられたよ

うな薫蒸が必要になってくるというふうに聞

いております。ただ、台湾云々については、

薫蒸という行為は伴わなくても輸出できると

いうふうに聞いておりますが。 

 

○緒方勇二委員 これは、市場の調査もされ

て今から広げていかれる、また、それを行う

事業者に対する助成ということで考えとって

いいんですか。 

 

○岡部林業振興課長 今回輸出で考えており

ますのは、協議会を設けまして、その協議会

には、県、森林組合連合会とか、木材協会、

それと現在輸出をされている方とか、輸出を

したいというような方々をメンバーといたし

まして協議会を設けまして、その中に海外の

バイヤーの方をお呼びして、どういう状況で

あるとか、それとか、現在全国的に木材を輸

出する商社等とお話をする中で、どういう状

況の中での輸出が見込まれるとか、そういう

お話をすること、それと、できればテスト輸

出といいますか、そういうのも取り組めれば

なというようなことで考えております。 

 

○緒方勇二委員 私の知り合いの話になりま

すけれども、既にバイヤーの方で、台湾から

でもどんどん輸入したりあるいはこちらのや

つを持っていったりしているんですね。中国

向けの場合に薫蒸の必要がある、台湾はそん

なことはないというようなお話でしたけれど

も、まあテスト輸出をされる。その人たちに

聞けば、どうも鹿児島の県産材を出している

とかいろんな事例が聞こえてきます。もっと

もっと調べていただいて、本当に県産材がも

っと輸出拡大につながればな、いい事業だな

と思っていますので、よろしくお願いしま

す。 

 それからもう１点、教えてください。 

 95ページの林建のことですが、高性能の林
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業機械のアタッチメント等の導入支援事業、

これは、今度から、建設事業者が持っている

機械にも高性能林業機械のアタッチメントの

導入の事業をされるということですか。そう

いう理解をしていいですか。 

 

○岡部林業振興課長 今委員御質問の95ペー

ジの林建連携の高性能林業機械アタッチメン

ト等導入事業につきましては、森林組合が

(1)で会議を設けるようにしておりますが、

その会議に参加されて協定等を結ばれている

建設業の方のお持ちの機械について、バック

ホウのアタッチ、先のアタッチメントをかえ

る際に補助をするということで、その会議等

に参加されている方に限ったところの助成事

業でございます。 

 

○守田憲史委員長 済みません、先ほどの地

産推進事業の柱90本または相当額の内装材等

の相当額って幾らぐらいなんですか。 

 

○岡部林業振興課長 余り金額を申すと、た

ったそれだけかと言われるかもしれないんで

すけれども、今材価が非常に下がっておりま

して、20万前後と思っていただくとよろしい

と思います。 

 

○松田三郎委員 関連して、これは新規とな

っておりますけれども、もとになるものはも

う何年か前からあったわけですね、柱材90本

というのは。このときに、大体等級という

か、品質はどんなものですかと言ったら、大

体中くらいのもので、ようもなか悪うもなか

ぐらいですというような説明を当時の課長は

おっしゃいましたけれども、今ぐらいの値段

であるならば、逆に一番よかですばいという

ぐらいのでも、たかだかふえ方は違わないの

かなと思いますので、要望ですが、そこのイ

ンパクトもつける意味で、ちょっとぐらいよ

かつをしてもちょっとぐらいしか上がらぬと

いうことであるならば、最上級とまでは言い

ませんけれども、ちょっと頑張っていただけ

ればと、要望したいと思います。何かあれ

ば。 

 

○岡部林業振興課長 御要望は承って善処し

たいと思いますが、一応提供している材はＪ

ＩＳ製品で、乾燥が一定程度ある乾燥材を提

供しておりますので、専門的にいいますと、

グリーン材とかいうことで、乾燥していない

材を提供される部分もあるんですけれども、

そういう面では品質は、提供させていただい

ている材については、一定程度の品質は確保

されている材だというふうには思っておりま

す。 

 

○緒方勇二委員 ちょっと要望しておきま

す。 

 立木処分がありますよね。今から考え方を

ちょっと変えていただきたいなと思うところ

が１点あるんですね。といいますのが、さき

の一般質問で溝口県議も申されました、新た

なビジネスモデルを考えてほしいと。文化財

の保護の観点ですね。 

 この中で、いつも思うんですが、材料を仕

入れるとき、物すごく高いんですよね、ああ

いう文化財の材料。寺社仏閣。だけど、製品

とすれば、原木で立木処分するときは安いん

ですよね。逆に、ストックしていただいて、

材料の支給も考えていただくような視点を変

えていただいたほうが、地域に資力がない人

たちが、ちょっとしたものでも、お社でも建

てかえようとするときでも、そういう県有林

材のストックしていただいた立木処分する分

であれば、逆に支給してあげるぐらいのほう

が助かるんじゃないかなと思うんですが、こ

れは要望です。何かあれば。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課でございま

す。 
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 県有林の管理等を担当しておりますので、

私のほうからお答えさせていただきます。 

 県有林におきましては、２種類ございまし

て、土地と上物の木を両方県で管理しており

ます純県有林というものが約9,000ヘクター

ルぐらいございます。それから、土地が一般

の森林所有者の方で、上物の木は県で植えま

して、それを最終的に契約期間、大体50年と

かでございますけれども、成長して、それが

伐期が来て、木の売り払いを行うという分収

林というものと２種類ございます。 

 今立木処分のお話がございましたけれど

も、県有林で大体120ヘクタールぐらいの処

分、立木処分といいまして、山に立っている

木を木材関係の業者さん方に売り払いをする

というものを行っておるんですが、これはほ

とんどが分収林というものでやらせていただ

いております。 

 先ほど委員からお話がございました県有林

であれば、そういうしっかりした古い木材だ

とかというものをちゃんと管理していくべき

ではないかということに関しましては、例え

ば、球磨のほうですとか、大体90年ぐらいた

ったヒノキの山ですとか、あと県北のほうに

も、クスノキで大体100年以上たっているよ

うなものとかがあります。それにつきまして

は、土地も木も県の所有のものでございます

し、必要があるときにはそういうものは使っ

ていただくべきかなと。ただ、やみくもに売

り払うということは考えておりませんで、そ

ういう特別に必要なものの用途があるときに

使うべきではないかというふうに考えている

ところでございます。 

 以上でございます。 

 

○守田憲史委員長 ほかに質問はありません

か。 

 

○堤泰宏委員 さっきのをちょっとよかです

かね。住宅の支援に90本とか、それから公共

施設、まあ幼稚園やらでしょうからね、270

本。木１本幾らすっとですか。2,000円ぐら

いだろう、５寸角で。大体18万しかなかた

い。その18万もらうために、書類ばどしこつ

くらなんかとか、そこら辺のことも考えない

かぬと思うですな。 

 それから、私は、これはえらい、委員長、

ちょっと長うなるかもしれぬですけれども、

どうせ昼飯食うたけんですね。(「短う短

う」と呼ぶ者あり)短く、ちょっと中身を短

くですね。 

 私は、阿蘇ですから、その阿蘇にも百姓は

おらぬわけですな。一部はおりますよ。もう

後継者なんかおらぬですよ。農家の平均年齢

は75歳ぐらいかな。そして、この会議に来る

と、こぎゃんしこおらすわけたいな。農林水

産部というのは、農家のためにあるのか、農

林水産部のために農家があるのか、わしはわ

からんごつなるわけですね。１回、わしは、

平成７年に第１回目当選させていただいたと

きに、同じようなこつばここで言うたっです

よ。そうしたら、県議のほかの先生から怒ら

れたんですな、こういう事態であるからこそ

農林水産部の職員をふやして農家を育成せな

いかぬと。あれから何年たったか、17年たっ

たけれども、全然阿蘇の農家はふえないです

ね。そして、会議に来てみると、ここはふえ

ちょるですもんね。 

 それから、先ほど前川先生から、普及員の

数が少ないと。私たちのころは、普及員の数

は多かったですもんね。私たちのころという

か、以前は。本庁は数がふえて、第一線の現

場は、その指導員というか、技術指導員です

かね、経営指導員も含めて。昔は生活指導員

もおんなはったですもんね。女性の方に家計

簿をつけたり、いろいろ指導する。そういう

人が減ってしもうて、農林水産部の職員さん

の数はふえて、そして農家の数はふえない

と。農家所得は、もう今は鹿児島県にもたし

か追い越されとるですよね。そぎゃんでしょ
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う、部長。後で答えてください。 

 畜産も、私たちの平成７年ぐらいはかなり

まだよかったですもんね。畜産も厳しい。林

業あたりに当たっては、もうこれは、先ほど

もお話が出とったですけれども、間伐しても

赤字と。 

 そうすると、今度は――これは部長から答

えてもらうけん大まかに言いますよ。今度は

消費税が上がりますね。消費税は国が上げま

すから、私たちはその結果に従わんといかぬ

です。消費税が上がれば、住宅を建てると、

皆さん県の職員さんだから、3,000万ぐらい

の家は建てられると思うですね。そうする

と、10％の消費税というと、300万消費税払

わなんですよ。皆さん、払いきるですか。 

 今度は、林業振興の方に私はお尋ねします

よ。家が建たぬならば、木材は住宅には使わ

ない。なら、ほかの部分で、どこで林業を振

興していくか、こういうこともお考えしとか

んと、木はますます売れないと。それから、

畳も一緒だな。畳も今減っとるけれども、家

が建たぬと、畳はこれは減りますよ。 

 これはまたほかのあれだけど、大工さんも

左官さんもみんな失業して、田舎はどっちか

というと山をつくりながら大工さんしたり左

官さんしたり、そういう人が多いけれども、

その人たちの生活も厳しくなる、そういうこ

とも私は考えていただきたいなと思って今手

を挙げたですね。 

 それから、各論に入ると、59ページの米パ

ン、これは技術的に大量にほんなこてこうい

うことができるとですかな。今、小麦を粉に

して、いろんな――粉をつくって、それでお

菓子とかパンばつくりよるですよね。小麦を

粉にする製粉機で米が米粉になるのか、これ

はちょっと具体的に答えてください。 

 そうすると、59ページの後は、これは園芸

課長さんは女性だけん、えらい質問していじ

わるしたくないですけれども、70ページです

ね。この前ソウルでいろいろお世話になった

けんですね。 

 露地野菜の――もうどこて言わぬでも課長

はおわかりだけん、露地野菜の価格が不安定

であるから施設園芸をせなんというふうにこ

れは聞こえるように書いてある。そうじゃな

いと思うたいな、実際は。施設園芸も、今は

もう価格不安定ですよね。もう日本中、北海

道から九州の端まで、どこにでも施設園芸が

ありますね。以前は施設園芸の農家というの

は限定されとったんですね。導入して、しば

らくは物すごくもうかりよったけれども、み

んな施設園芸をつくったから、もう今はもう

からぬですよね。 

 今、私は聞いてみると、露地がいいとか、

施設園芸がいいとか、これは別ですよ。あん

まりお金をかけない農家のほうが経営内容は

いいように聞いちょるです。これは私が聞い

たのが間違いであるか、それはわからないで

すね。私は話を聞いて今言うとりますから。 

 まだいっぱいあるけど、ちょっと短くとお

っしゃったので、ここら辺でちょっとやめな

いかぬですけど、部長に最初のことをお聞き

して、林業振興課長にお聞きして、そして園

芸課長にちょっと、もうこれで３つでやめま

すので、お願いします。 

 

○福島農林水産部長 幾つかあったので、済

みません、漏らしていましたらまた聞いてい

ただきたいと思うんですけれども、職員数の

お話がございました。 

 平成18年に、農政部と林務水産部が合体し

て、今のようなこういう大所帯になっており

ます。県全体も、職員数は削減計画に基づい

て減らしておりまして、当然農林水産部も減

っておりまして、合体したころが約1,100弱

の人数から、今は1,000ぐらいの人数に職員

数は減っております。内訳は、ちょっと細か

いところは、申しわけございませんがあれで

すけれども、今のは技術職の職員数でありま

して、私みたいな事務というふうな分野に属
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するものは別にまた数百人おりますけれど

も、これは出先機関も入れての話でございま

す。研究センター、それから振興局とか、そ

ういうところも含めて、あとは本庁も含めて

の数字はそういう数字になっています。 

 それから、農家所得についてございました

けれども、確かに統計上はだんだん少なくな

っておるみたいですけれども、ちょっと手元

に今ありますのが、22年の農家所得を見てみ

ますと、その前の年に比べまして増加してお

ります。これは販売農家という分類の農家の

農家所得ですけれども、22年は21年に比べて

も増加しておりますし、先ほども言いました

主業農家、県下に１万6,000戸ほどございま

す主業農家という分類の部分につきまして

も、21年に比べれば22年は農家所得は増加し

ている状況でございます。 

 先生がおっしゃったように、農家の平均年

齢はどんどん高くなっているのはまさしく事

実でありますし、農家戸数も減少しておるの

もまさしく事実でございまして、そういう面

でもっともっとしっかり頑張って、県内の農

業、いわゆる知事が言っています稼げる農林

水産業という分野を担当している我々として

は、もっともっと努力せんといかぬというの

はしっかり痛感しているところでございま

す。 

 それと、あとちょっと先に個別――何かほ

かに漏らしていましたら、ちょっと済みませ

んけど……。 

 

○堤泰宏委員 ちょっとよかですか。 

 数が多かということをただ言いよるとじゃ

ないとですよ。農家が今１万6,000とおっし

ゃったですな。まあ、１万6,000でも１万7,0

00でもよかですよ。昭和40年代は17万農家あ

ったんですよ。だから、10分の１ですよね、

専業農家というかな。 

 これは話が別だけど、そのころは、参議院

選挙があると、農業団体から１人、福祉・厚

生団体から１人、参議院の国会議員が選ばれ

ていきよんなはったですな。農政連推薦とい

うのは１人上がりよったんですよ。それだけ

農家には力があったんですね。県会議員の先

生も、農協長あたりがいっぱいおんなはった

と思うですたいな。 

 今は、もう農家は、本当に経済的に行き詰

ってしもうちょるです。ですから、皆さんの

数ば３倍にして農家を生き返らせることがで

きるといえば、それは３倍でも５倍でもよか

ですよ。わしは数ば言いよるとじゃないとで

すよ。10年前と今の農家所得、農家経営が厳

しい、そして皆さんの数は減っとらぬと、だ

けん、もう少し頑張りゃでけんかなと、だけ

ん、第一線にもう少しじゃんじゃん出て行け

ばよくなるんじゃないかなと、そぎゃん気持

ちで言うたんですよ。多過ぎるとかは全然言

うちょらん。 

 

○福島農林水産部長 私もお答えさせていた

だいた部分はそういうことで、先生が数のこ

とをお尋ねになったので答えただけでござい

まして、先ほどから委員の先生方あるいは前

川先生あたりから普及のお話もずっとありま

すように、そういう直接農家と接し、研究セ

ンターなんかも活用して取り組む必要がある

ということは、堤先生もおっしゃっているこ

とと全く同じだと思っていますので、そうい

う面で、先ほど私の答えの最後でも申し上げ

ましたように、もっともっと努力せんといか

ぬ部分があると、努力せんといかぬというこ

とを申し上げたつもりでございます。そうい

う意味では、しっかり取り組みたいと思いま

す。 

 

○堤泰宏委員 そしこ言うてもらうとよかで

す。 

 

○岡部林業振興課長 委員御質問といいます

か、１番目が、90本プレゼントの書類の量を
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多くしちゃいけないというお話もありました

けれども……。 

 

○堤泰宏委員 だけん、金が幾らなて。2,00

0円ぐらいだろう、１本。 

 

○岡部林業振興課長 それは、委員の御発言

のとおりだというふうに思っております。 

 それと、書類につきましては、応募する際

に――設計会社等々が大体代理で応募されて

おりますが、そのときには図面が一応終わっ

た時点での申し込みというようなことで、建

築確認等々が終わる状況の中での添付書類に

なっておりますので、改めてということでは

ないというふうに認識しております。 

 それともう１点、家が建たなければ木が売

れないんじゃないかという御質問があったと

思うんですけれども、熊本県も、大体木造の

住宅数が、平成10年以降、6,000から7,000前

後で大体一定しております。その中で、県内

でいいますと、木造の率、これにつきまして

が、平成13年、14年ごろは50％だったのが、

最近60％を超えるような状況でありますの

で、県内につきましては、ある程度木造に対

する御理解が広まっているというふうに思っ

ておりますし、全国で見ましても、45～46万

から50万前後の木造の戸数ですので、余り変

化がないような状況であります。 

 ただ、委員が御指摘になりましたように、

消費税等で、税金のアップの中で木造から離

れるんじゃないかという御指摘もあると思い

ます。それにつきましては、一昨年から、木

造住宅だけではなくて、音響のいい内装材が

できないかとか、あるいはコンビニエンスス

トアとかに今ＲＣのところにも木造ができな

いかとか、いろんな分野に、今まで使わなか

った部分に、また、以前は使われていたけれ

ども、ＲＣとかほかの部分に変わった部分に

また木造を使えないかというようなことでの

事業も展開しておりまして、そちらのほうで

も今後とも頑張っていきたいというふうに思

っております。 

 

○堤泰宏委員 ちょっと答えが、課長違う。

全然違う。 

 

○前川收委員 こっとこっとこって言うた

い、堤さん。ずらずらずらずら答えよるな

ら、どこまで行くかわからぬばい。 

 

○堤泰宏委員 まあ、2,000円はそれでよか

です。 

 そうすると、消費税が上がれば――それは

上がったつはもうしようがなかけん。恐らく

3,000万の家を建てれば、10％で300万でしょ

う。そうすると、家建てる意欲がごっと下が

りますよ。だけん、割合とかじゃなくて、絶

対数がこれは大激減しますよ。もう住宅業界

は戦々恐々としていますよ。建材店なんか、

店閉めようかて言いよるとだけん。今のうち

に閉めとかんと、これは大ごとしなかすと。

大工さん、左官さんは、話ば聞いてみると、

これは大ごつばいた、もう家は建たぬと。そ

ぎゃん家が建たぬなら、木材が減るじゃない

ですか、林業の出荷額が。そうすると、林業

振興課長のお立場で、木材の出荷額を減らさ

ぬためにはいかなる手段をお考えですかとい

うのがわしの質問ですたい。だけん、考えち

ょらん、今から考えますと言いなはれば、も

うそれでよかっですたい。 

 

○岡部林業振興課長 後のほうでお答えした

木造住宅だけではなくて、内装とか、違った

方面への木材の利用というようなことも、フ

ロンティア事業ということで３年前から取り

組まさせていただいておりますので、そちら

のほうも一生懸命やりたい……。 

 

○堤泰宏委員 それは鉄筋コンクリートの家

も建たぬとばいた。家が建たぬとだけん。建
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てきらぬわけたい。3,000万の家を建てて300

万も消費税払わなんなら、家建てきらぬです

よ。そうすると、所得は下がる、ボーナスは

出らぬ。もう民間人はほとんど……(発言す

る者あり)だけん、上がるとはもうしようが

なかたい。俺は県会議員だけん、そぎゃん権

限はなか。上がったらどうしますかと。だけ

ん、今考えとらぬなら、考えてとかなぼくで

すばい。じゃないと、これは小国辺の林業家

は全滅しますよ。 

 もうよかです。そしこしか質問しません。 

 

○山中農産課長 米粉のことで少し御説明し

ておきたいと思いますが、先生、米粉という

のは、昔から米粉のだんごだとか、いろんな

使い方で使われてきた米粉がありますけれど

も、ここで言っております米粉というのは、

新しい技術が開発されまして、簡単に言え

ば、物すごく微粉末の粉ができる、そういう

機械が開発されています。技術もですね。そ

れを使いますと、米粉だけでもできないこと

はないんですけれども、麦とある程度まぜる

と、普通の小麦粉のパンに近いようなあるい

はケーキができたりとか、そういう技術が最

近開発されまして、それを使いますと給食用

のパンが供給できると。県内の製粉業者も、

そういう機械を整備してきておりますので、

それを使って県内の学校給食に米粉パンを供

給したいということでございます。 

 事業そのものは――ただ、米粉の製造量は

まだ少ないものですから、非常に単価が高い

ので、その価格差の一部を補填しようという

事業でございます。 

 以上です。 

 

○堤泰宏委員 なら、もう機械は開発されと

るわけですたいな。 

 

○山中農産課長 機械は開発されまして、県

内でも何カ所か導入されております。 

 

○堤泰宏委員 私は、その機械がえらい高か

て聞いたけん、お尋ねしたっですよ。 

 

○山中農産課長 一応県内のほうでは熊本製

粉という会社がございますけれども、そこは

国の事業も使いまして、製粉機からこちらの

機械を整備してきております。 

 

○堤泰宏委員 ということは、機械ばその機

械にかえてしまうと、必然的に米ば使わなん

ごとなるですたい。米と麦ばまぜたつでない

と製粉しないという機械でしょうたい。 

 

○山中農産課長 機械自体は米の粉だけをつ

くる機械でございます。 

 

○堤泰宏委員 米の粉だけをつくる機械。 

 

○山中農産課長 麦は、麦の別の機械で製粉

したやつをまぜるということでございます。 

 

○堤泰宏委員 そして、まぜるわけ。 

 

○山中農産課長 はい。 

 

○堤泰宏委員 なら、機械代は倍になるわけ

たいな。(「麦のはもとからあるけん」と呼

ぶ者あり)麦はもとからあるけんですね。そ

れはええたい、金がかかったっちゃ。米ば使

えばよかっだけん。 

 その米が高いて言いなはったけど、米は高

うなかばいた。私が心配したつは、米の機械

が高いから、これが進まぬとじゃないかて心

配したっですよ。それなら、もうよかたい。

米が高いやら、それは心配する必要はないで

すよ。 

 

○山中農産課長 米は安いんですけれども、

麦はもっと安いものですから、そこのところ
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が、もう少し安くつくる生産体制もつくらん

といかぬというふうに思っております。 

 

○堤泰宏委員 頑張ってください、それは。 

 

○野口園芸課長 施設園芸が不安定だから露

地野菜ということではなくて、施設園芸はあ

くまでも熊本のメインの作物がございまし

て、これはもう御存じのとおり、大消費地か

ら遠いということで、その消費地に持ってい

く品物としてどうかということで、古くから

こうやって冬春の施設園芸を中心として熊本

が栄えてきたということで、スイカ、メロン

は確かに減りました。これは需要の面もあり

まして減りましたが、トマト、ミニトマトは

まだ伸びております。 

 ただ、今心配されているのは、例の前の燃

油の高騰以降、非常に資材代が高くなりまし

て、経営費の分、生産コストの分が非常に高

くついていると。ですから、ここで一回締め

直して、生産コストを下げるでありますと

か、一段の収量を上げるとか、品質を上げる

とか、そういうのに取り組まなきゃいけない

というのが１点。 

 それからもう一つは、先ほど申しましたよ

うに、たばこから何にかわるか、イグサから

何にかわるかというときに、やっぱり初期投

資のかからない露地野菜というのが最初に来

るんですけれども、御承知のとおり、露地野

菜は市場価格が非常に乱高下しますので、経

営から見ると非常に不安定な部分があるの

で、業務用とか加工用とかいう値段的には安

定している、それを経営の中に入れて、露地

野菜の経営として成り立っていくような形が

できないだろうかと。ただ、加工とか業務用

の野菜については、安くつくらないかぬとい

う非常に大きなテーマがございますので、そ

れをちょっとこの事業でやれるかどうか、や

れるならどういった形ができるのかというの

を検討させていただくということでございま

す。 

 

○堤泰宏委員 わかりました。 

 

○守田憲史委員長 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○守田憲史委員長 なければ、以上で質疑を

終了します。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号について採決いたします。 

 議案第１号について、原案のとおり可決す

ることに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○守田憲史委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号は、原案のとおり可決す

ることに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○守田憲史委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が３件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、国枝農林水産政策課長、報告を

お願いします。 

 

○国枝農林水産政策課長 それでは、私のほ

うから、幸せ実感くまもと４カ年戦略につい

て御報告させていただきます。 

 お手元に配付いたしましたＡ３の３枚つづ

りの資料をごらんください。 

 今議会に提案しております幸せ実感くまも

と４カ年戦略でございますけれども、総務常

任委員会のほうでの付託審議となってござい
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ますが、県政全般に関する取り組みを記載し

ておりますので、当常任委員会においても、

その概要と関係部分について御説明をさせて

いただきます。 

 まず、一番最初の概要資料をごらんくださ

い。 

 全体の構造を示してございます。 

 左側のほうに策定の趣旨、それから、これ

までの４カ年戦略の成果と課題というところ

をまとめております。 

 これを踏まえまして、本体のほうでは、第

２章として、本県を取り巻く社会情勢という

ことが書いてございますが、これを踏まえ

て、左下の枠囲みの中で、第３章としまし

て、基本目標を幸せを実感できるくまもとと

いうふうに掲げておりまして、４つの取り組

みの方向性と目指す姿というのを掲げてござ

います。 

 ４つの取り組みと申しますのは、活力をつ

くる、アジアとつながる、安心を実現する、

百年の礎を築くと、この４つでございます。 

 これを具体化するものとして、右側の上の

ほう、第４章と書いてありますが、戦略１か

ら15まで、それぞれに分かれまして各取り組

みの具体的な施策を書いておるということで

ございます。 

 農林水産業に関しましては、戦略２の稼げ

る農林水産業への挑戦というところが中心で

ございますが、そのほか、例えば、戦略３の

地域力を高めるでありますとか、戦略４、未

来型のエネルギーのところでありますとか、

いろいろなところに関係施策が書かれており

ます。 

 右下のところの第５章につきましては、４

カ年戦略の実行性の確保といって、具体的に

どのような手法で実現していくかということ

が書いてございます。 

 １枚めくっていただきまして、次の２枚目

のほうが施策の体系表というふうになってお

ります。ちょっと細かい指標で申しわけあり

ませんが、ざっと説明をさせていただきま

す。農林水産部に関係するところのみの説明

とさせていただきますので、御了承くださ

い。 

 まず、戦略２でございますけれども、稼げ

る農林水産業への挑戦となっております。 

 この中では、戦略２の①としまして、生産

構造の変革と効率化、戦略２の②としまし

て、次世代型産業への挑戦、戦略２の③とし

まして、くまもとブランドの創造・確立とい

うこの３つを掲げてございます。 

 具体的には、農地の集積や担い手の育成、

生産出荷体制の再編・強化、これが２の①で

ございますけれども、それから２の②の部分

としましては、農山漁村におけるエネルギー

の地産地消、こういうのが入ってまいりま

す。戦略２の③につきましては、ここに書い

てありますとおり、安全安心ブランドであり

ますとか、地産地消を進める、このあたりが

内容として書き込まれております。 

 それから、戦略３でございますけれども、

地域力を高めるという項目がございます。こ

の中には、３の①の交流拡大による地域振興

という項目の中におきまして、小ロット農林

水産物でありますとかジビエ料理など、中山

間地域ならではの地域資源の特産品化であり

ますとか、また、都市と農山漁村の交流支援

などに取り組むという趣旨の記述がございま

す。また、３の②、地域の現状やニーズを踏

まえた地域振興、この中では、例えば全国豊

かな海づくり大会の開催を契機に、水産資源

の回復などの取り組みを推進するという項目

が入っております。 

 それから、戦略４、新エネルギーの導入の

加速化ということでございますが、これも知

事の関心事項の大きなものの一つというふう

になっておりますが、農業の戦略２の②のと

ころと同じような記述で政策が書き込まれて

おります。 

 また、取り組みの方向性、２つ目のアジア
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とつながるということの中の戦略５の①、ア

ジアに打って出るという、この中では、先ほ

ども説明申し上げました、県内企業等のアジ

ア向けの農林水産品の輸出の支援体制であり

ますとかということが書いてございます。 

 それから、ちょっと飛びまして、戦略10、

この中にも関係項目がございまして、災害に

負けない熊本ということでございますが、災

害に負けない社会をつくるためのインフラで

ありますとか、ソフト対策の強化という項目

がございます。この中の一環としまして、県

民の安全、安心の確保を図る排水機場などの

整備補強という記述が書き込まれておりま

す。 

 また、関連項目としまして、戦略12、悠久

の宝の継承という項目がございますけれど

も、この中では、熊本の自然・景観の保全・

継承という項目がございまして、阿蘇の草原

の保全・継承をしていくための畜産振興であ

りますとか、美しい農村景観の保全・活用と

いう取り組みについて記述がございます。 

 また、戦略13、環境豊かにの中では、有明

海、八代海の再生に向けた取り組みというの

が書いてございます。 

 これらが戦略１から15ということになって

ございます。 

 実際にこれらの項目を推進していくに当た

りまして、次の３枚目のページでございます

けれども、ここに戦略指標一覧というものが

ございます。ちょっとこれも細かい字で申し

わけありませんが、各本体の指標の中には、

各項目につきまして具体的に――これで全て

をあらわすというわけではありませんが、代

表的な指標、それから現状値と目標値という

ふうに掲載してございまして、このようなこ

こに掲げました目標値について、進捗管理を

今後行っていくということになっておりま

す。 

 新たな４カ年戦略につきましては、県の施

策全てを網羅的にしているものではありませ

んでして、議会で３月に御承認いただきまし

た森林・林業の県計画、また、昨年つくって

いただきました食料・農業、それから水産

業、それぞれ農林水産部で持っている計画が

ございます。これらと合わせながら一体的に

推進していくということでございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○荻野農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 報告事項としまして、国営土地改良事業地

区について、２件報告させていただきたいと

思います。 

 お手元に、国営川辺川土地改良事業(利水

事業)というのと国営大野川上流土地改良事

業(大蘇ダム)についてというのがございま

す。 

 まず、国営川辺川土地改良事業につきまし

て報告させていただきます。 

 事業概要でございますが、球磨川北部の農

地を対象とし、かんがい排水、農地造成及び

区画整理を行い、農業経営の安定と近代化を

図るものでございます。 

 主な経緯でございます。 

 本事業は、昭和58年に事業着手しました

が、その後、平成８年に計画変更の同意取得

の手続に係る訴訟がございまして、結果的

に、平成15年５月の福岡高裁判決で国側が敗

訴したということでございます。このため、

平成15年６月から、新しい利水計画策定のた

めの事前協議を実施しました。 

 総合調整役であります県としましては、川

辺川ダムに水源を依存しない既設導水路活用

案に絞り込み、関係者との調整などの手続に

入っていく整理をいたしました。しかしなが

ら、当時の相良村長の事業への不参加表明に

より、平成20年度から事業は休止しておりま

す。 

 最近の情勢でございます。 

 事業主体である国は、事業の再開に当たっ
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ては、関係６市町村の合意と川辺川下流に水

利権を持っております人吉土地改良区と相良

村土地改良区の同意が必要との意向を示して

おりました。 

 ６市町村長及び議会は、既設の導水路活用

案での事業実施で合意し、人吉土地改良区も

水利権に係る同意をいたしましたが、相良村

土地改良区の同意を得ることはできませんで

した。 

 このような状況を踏まえまして、６市町村

長は、本年１月、既設導水路活用案による事

業の実施は不可能との認識を公表しておりま

す。 

 また、あわせて、新たな水手当て等の検討

を行うため、関係行政機関による会議を設置

したいということで、国、県に同会議への参

加を要請されました。両者は、これを了承し

ております。 

 次のページでございます。 

 県は、国とともに同会議への参加を決め、

本年４月19日の国営川辺川総合土地改良地区

行政連絡会議の立ち上げに参加しておりま

す。 

 今後の進め方でございますが、県といたし

ましては、人吉・球磨地域の基幹産業でござ

います農業の振興は重要な課題であると認識

しておりまして、今後、行政連絡会議におい

て、地元の意向を伺った上で対応を検討して

いくこととしております。 

 川辺川地区につきましては以上でございま

す。 

 もう一つの資料、国営大野川上流土地改良

事業につきまして御説明いたします。資料を

お願いいたします。 

 事業概要でございますが、新規水源として

産山村に大蘇ダムを建設いたしまして、阿蘇

市、産山村及び大分県竹田市にまたがる農地

へ用水供給を行うというものでございます。

なお、面積ベースでは、熊本は全体の４分の

１程度となっております。 

 主な経緯でございますが、昭和54年に事業

着手いたしまして、平成６年度から主要工事

の一つであります大蘇ダムの建設に着手いた

しました。平成17年からは大蘇ダムの試験湛

水を開始しましたが、試験湛水の結果、ダム

の貯留水が予想を上回って地山に浸透する問

題が判明いたしました。このため、平成22年

３月に、当時の農林水産副大臣が本県並びに

大分県に来られて、この問題についての国の

対応方針について説明をしております。 

 最近の情勢のところに、国からの説明、対

応方針を記載しております。 

 １つ目としましては、平成22年度から地域

の水需要に応じた用水供給を行うというこ

と、２つ目として、22年から24年に用水供給

と並行して大蘇ダムの浸透抑制対策を全額国

費で行うということ、３つ目として、ダムの

利水機能や地域の水需要を検証するというも

のでございます。 

 これに基づきまして、23年度までの実施状

況でございますが、用水供給については、21

年度から本県では水利用が開始され、昨年度

は24ヘクタールにおいて水利用を行っており

ます。また、浸透抑制対策としましては、左

岸の斜面においてコンクリート吹きつけを２

万平米実施しております。また、利水機能等

の検証についても、継続して実施されており

ます。 

 今後の進め方でございますが、本県から国

へは意見として３点伝えております。１つ目

としては、水利用を開始された農家の皆様方

に、用水を途切れないように供給するという

こと、２つ目としては、大蘇ダムの浸透問題

に係る国の対応方針については確実に実行す

ること、３つ目としましては、今後大蘇ダム

の浸透問題に係る対策については、国のほう

で責任を持って対応すること、この３点でご

ざいます。 

 県といたしましては、今申し上げました意

見を基本スタンスといたしまして、国の検証

 - 47 -



第２回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成24年６月22日) 

結果、農家の皆様方の水利用の状況を見なが

ら、農家の意向を踏まえて、段階的に末端整

備を行うとともに、引き続き必要な営農支援

を行っていきたいと考えております。 

 以上、状況報告をさせていただきました。

以上です。 

 

○守田憲史委員長 以上で報告が終了しまし

たので、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○松田三郎委員 荻野課長に、川辺の利水の

ことで、土地改良のことでちょっと、まあ質

問というよりもどっちかいうと意見、お願い

になろうかと思いますが、今御説明いただい

て、私も緒方先生も地元の議員として、なか

なかあれをしてください、これをしてくださ

いて言えるような状況ではないのは重々承知

をいたしております。県としても、この４番

の今後の進め方の行数がだんだん少なくなっ

てくるのも、それをあらわしているのかな

と。それを前提にして、ちょっとお願いが３

つあります。 

 １つは――今年度からおいでになったんで

すね。 

 

○荻野農地整備課長 はい、ことしから。 

 

○松田三郎委員 歴代国から来ていただいて

いる課長は、ほとんどの方が優秀で、よく頑

張っていただいておりますし、若干例外もい

らっしゃったかもしれませんが。 

 それで、ちょっとこういう言い方をすると

変な感じかもしれませんが、この事業に関し

ては、地元にいろいろキーパーソンがいらっ

しゃいまして、その人の顔と名前、それとど

ういう性格か、そして、この人とこの人は仲

のよかばってん、この人とこの人は仲の悪か

とか、そういった大前提情報というのが大変

重要になってまいりますので、きょう御出席

の田上局長も小栁課長も球磨振興局の農林部

長をお務めでございますし、今の池田部長

も、こっちにいらっしゃるころはですね、非

常に詳しい方ですので、まずきっちりそうい

う状況をお伺いになっていただきたい。 

 ２番目は、これは引き続きやっていただい

ていることでございますが、これからなかな

か、後ほど前川委員からもそういう御発言が

あろうかと思いますが、進むも大変、退くも

大変というような状況でございますので、県

におかれましては、例えば地元からいろいろ

な、ちょっと既存の考えを超えるようなアイ

デアを含めて、いろいろなアイデア、手法、

選択肢を考えていただいて、こういう場合は

どうですかと言われたとき、きちっとしたデ

ータでありますとか、あるいは法律の面であ

るとかというのを的確にアドバイスできるよ

うな準備をきちっと引き継ぎしていただきた

い。 

 ３点目が一番重要でございますが、漏れ聞

くところによると、政権交代もなされて、国

あるいは農政局も、できるだけこういうやっ

かいな事業は、もう引き下がろうか引き下が

ろうかというような姿勢があるやに聞こえて

きてまいりますし、県としても、確かに頑張

っていただいておりますが、なかなか、まず

は地元がまとまらぬことにはですなというと

ころで、だんだん第三者的発言、傍観者的発

言が続いてきておりますので、見えないとこ

ろで――まあ、マスコミもいらっしゃいます

が、見えないところで結構でございますが、

こっちからどんどんどんどん、地元の町村長

さんだからできること、逆に地元に近いから

ちょっとできないことがあろうかと思います

が、どんどんつっついていただくぐらいにい

ろいろ提案をしていただきたいというのがお

願いでございまして、簡単に最後に質問だけ

しておきますが、３番の一番最後、２ページ

目の最後、この連絡会議で、８月をめどに水

手当て地域を概定することと並行して水源調
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査等々を検討する、これは今の状況でいくと

ちょっとまだ厳しいのかなとは思いますけれ

ども、この進みぐあいなり、今後のこのスケ

ジュール感というのをちょっと教えていただ

ければと思います。 

 

○荻野農村計画課長 ３点いただきましたこ

とにつきましては、できるだけ早く私のほう

も地元の情報もつかみまして、かつこれまで

の経緯とかも踏まえつつ、いろいろ県として

できることをやっていきたいと思います。 

 質問の水手当ての概定なり水源調査の関係

でございますが、現在、各市町村で、まず農

地造成のところについて、水が要る要らない

についての農家のアンケートをとっていこう

ということで今やっておりますが、若干当初

の見込みよりもおくれているということで農

政局のほうから伺っております。 

 ですので、８月をめどに水手当て地域を概

定することというのは、これは意味としまし

ては、８月に概算要求がありますので、それ

までに水が要るところを特定して、８月の概

算要求に、例えば井戸なり、そういった新規

の水源のところの予算要求につなげていくと

いうのがもともとの意図としてあったという

ことなんですが、今の段階ではちょっとおく

れているというふうに聞いております。 

 現在概定はそういうことでございまして、

大体水源の調査なり国営計画の検討という部

分につきましては、こちらのほうについては

九州農政局の調査管理事務所のほうで、調査

費を今用意して、水源調査とかをやるという

ことで今伺っております。 

 

○松田三郎委員 その意味で、多分これは並

行してというところは、地域を概定するとき

には、単なる希望だけじゃなくて、どういう

水源手当てができるかというのが大体セット

になるわけでしょうから、そういう意味で並

行してと書いてあるんだと思うんですけれど

も、そうですね。 

 

○荻野農村計画課長 そのとおりでございま

す。 

 まず、希望をとってみます。それで、実際

に井戸に水が出るのか出ないのか、出るとし

たら、建設コストが幾らで、維持管理費が幾

らなのかということを踏まえてさらに調整し

ていくという、多分２回、３回のやりとりが

出てくると思います。そういった意味で並行

してとなっております。 

 

○松田三郎委員 わかりました。 

 さっきの主な経緯を大分懐かしく思いなが

ら見ておりまして、こういう事前協議も数年

あったなて。そういう意味では、だんだん県

庁の中にも、この歴史歴史、経緯経緯をよく

熟知している方がだんだん少なくなってきて

いるし、部署がかわられるともちろんそうだ

し、退職なさるともちろん少なくなってきて

いるという意味で、非常に心細く思っており

ますので、引き続き担当の方よろしくお願い

申し上げます。 

 以上です。 

 

○前川收委員 地元の方がおっしゃった後で

は言いにくいんですけれども、私も国営川辺

川土地改良事業についてはずっとかかわりを

持ってまいりました。 

 県と地元が一緒になって何かやりました

ね、事前協議。これがデッドロックになって

しまって、もうにっちもさっちも動かなくな

った。それを打開しようということで、県議

会の中に川辺川問題対策特別委員会というも

のをつくりまして、私がそのときの委員長も

やって、新しい既設導水路案を導いてきたつ

もりでありましたが、結果として、その新し

い既設導水路案というものも実らなかったと

いうことであります。 

 この間の経緯をずっと見ると、今松田先生
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がおっしゃったとおりでありますが、もとも

と国営事業だという前提があって、それを、

既設導水路案をつくるときにまた縮小して小

さくしてきたと。あのときからずっと議論し

ていたのは、同意がとれるかとれないかとい

うことで、行くも引くも３分の２という、そ

の３分の２がとれるかどうかという前提でず

っと話をしてきて、最終的に既設導水路案で

は不可能だという判断を、不可能というのを

ことしの１月に関係市町村がなさったという

前提が生まれたときに、その次の話が仮に出

てくるとすれば、国営じゃなくて、県営もし

くは団体営という話になるんだろうと思うん

ですね。 

 私のこれまでの認識でいけば、国営事業を

かぶったままで県営事業や団体営事業を、同

じ地域の中で、同じような目的の事業をやる

ことはできないという話を聞いております、

これまで。つまり、できないんだったら、一

回もう廃止同意をとるしかないと、国営を残

したままではできないということで、早く廃

止同意をとられたほうが次の展開に行くんじ

ゃないかという思いを持っておりました。 

 そういう中で、廃止同意もないのに、人吉

の市長さんだったと思いますが、人吉の市町

村が独自に県と打ち合わせして、何かやれる

事業をやるというような話がマスコミに出ま

した。２月ぐらいだったかな、１月だったか

と思います。それを聞いたときに、それって

どういうことというふうに思ったんですよ

ね。さっき言ったとおり、国営事業があると

いう前提があるのに、しかも、国営事業、今

計画はあるけど、これはまだ変更計画してい

ないわけですから、変更計画も終わっていな

いから、この絵だって今でもできないんです

よ、変更計画の同意をとらない限りは。それ

もとれていないのに、県と打ち合わせして、

何か独自に人吉はやるからという話が出たよ

うに聞いております。それはルール違反にな

るわけですね。もちろん廃止同意がとれた後

であれば、別に何も問題ないですよ。どうで

もやられればいいと思いますけれども、そう

いうところの整理の仕方は――いつまで大体

そこを引っ張られるつもりなのか。もうそろ

そろ――国営じゃ無理だというのははっきり

しているわけですから、嫌だと言っているわ

けですからね。できないと言っているんで

す。もちろん、やりたくてもやれないところ

にとっては大変かわいそうだとは思います

が、いずれにしても法律ですから、３分の２

の同意をとらないと、変更計画の今の計画も

できない、やめるということもできない。や

めないならば、ほかの事業はやれないという

状況ですから、もう休止になって４年たっ

て、このまま引っ張るということは果たして

行政上いいことかというふうに思いますの

で、地元から見れば、ずっと引っ張っとった

ほうがいいのかもしれませんが、私は、逆に

地元のために結論を出したほうがいいという

ふうに思いますけれども、新課長はいかがお

考えですか。 

 

○荻野農村計画課長 基本的な考え方です

が、まず、行政連絡会議というのができてお

りまして、ここに関係者が全てそろっておる

わけですので、ここでまず決めていくという

ことが基本になります。ですので、例えば個

別にどこどこの市町村とどうするということ

は一切今考えておりませんし、これまでもそ

ういうことはなかったと考えております。 

 委員おっしゃるとおり、今国営事業がこの

中途半端な状態で、それを同じ地域に同じよ

うな目的の別の事業を入れるというのはこれ

はあり得ませんので、仮にやるとすると、国

営を一旦廃止するのか、もしくは、それこそ

またもとの既設に戻るのかという選択肢にな

るかと思うんですが、一方で、その既設導水

路案については不可能ということで言われて

おりまして、今、ちょっと２ページ目のほう

に、議論の内容で、水手当ての関係農家の意
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向を早急に把握というところに、国営農地造

成の水の地域について、水要る要らないに加

えて、地域全体としてこの事業について参加

するしないというのも同時にアンケートをと

るということで、こちらの行政連絡会議のほ

うで、特に幹事会の事務方のほうで今やって

おります。 

 その農家の意向というのを図面に落として

いったものを踏まえて、それで、それこそこ

の事業が進む、もしくは撤退するとかいった

ことについても議論がなされていくのかなと

いうふうに思っております。 

 

○前川收委員 じゃあ、最初の人吉市長さん

の話というのは、一人で勝手にひとり言をお

っしゃったということで受けとめておこうと

思います。じゃないと、おかしな話になって

しまうわけですからね。それはもういいで

す。それはもう聞きません。 

 ただ、課長、今おっしゃったけれども、も

う一回意向調査をするというのは、何回も今

までやってきたんですね。最初5,600以上だ

ったかな、計画面積が。1,400かな、今。 

 

○荻野農村計画課長 1,290。 

 

○前川收委員 1,290ね。だんだんだんだん

縮小しながら、そのたびごとに意向調査、そ

して、やれるかということをやって、だんだ

んだんだん縮小して、129、1,290だったか

な、今の計画は。 

 

○荻野農村計画課長 はい。 

 

○前川收委員 これなら同意率が高いという

アンケート調査までして、その結果をもって

確定した面積がここであって、それで出てき

たのが既設導水路案であって、それでもだめ

だという状況の中でやるならば、ずっと終わ

らないですよ、これは。 

 何もできないままに、要するに国営がかぶ

っている状況の中で、蛇の生殺しとか僕は前

言っていましたけれども、そういう状況のま

まにいることよりも、もう一定のけじめをつ

けた上で、国営は廃止して、そして市町村で

頑張ってやられればいいですたい。県がどう

お手伝いするかは、またこれからの議論でし

ょうけれども、そういうふうな形を早く見切

らないと、終わらないと、ずっと終わらない

と。もう何年たちます、事業開始から。休止

から４年ですよ。 

 そういうことで、一定の決断をするべき時

期を――もちろん、市町村長さんたちに言う

と、どやんかどやんか、いつまででんとおっ

しゃるのはわかりますけれども、あの1,290

のときだって、国営に乗るか乗らないかとい

うぎりぎりの議論があって、何とか過去の経

緯を踏まえて乗せてもらっているというよう

な話を当時は私は聞いておりましたけれど

も、それは多分皆さん同じ認識だと思いま

す。これが意向調査によってもっと減ります

という話になったときに、もう国営じゃどう

せできないんじゃという話まで、私はある可

能性がある。国営事業の、何か許容があるじ

ゃないですかね。もちろん、1,290でももう

下回っているわけですから、国営事業の要件

には乗らない。ただ、過去の経緯があるから

ということで1,290になっている。それを、

さらにまた同じことを繰り返している。 

 課長お見えになって、ぱっと見て、もちろ

ん経緯は勉強してお見えになったと思います

からおわかりだとは思いますけれども、もう

同じことをずっと繰り返しているだけで、だ

んだんだんだん小さくなっているということ

ですから、もうこの辺でやっぱり一定の結論

を、決断と言うんですかね、決断を下すべき

時期が来ていると。 

 既設導水路案ができないときには、もう直

ちに廃止――とれなくてもいいから、計画変

更の同意取りをやるべきだと私は当時から言
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っていたんです。それで、もし同意がとれな

かったら廃止の同意をとれと、それは仕方な

いという話をしていましたけれども、ずっと

あれから７年ぐらいたつんですかね。７～８

年ですね、既設導水路案。これからまた同じ

ことを繰り返すなら、また５年、10年すぐか

かりますよ。 

 もちろん、課長がお一人で結論なさるわけ

ではなくて、そういうことは地元の町村長も

御存じだと思いますから、一定の結論を出さ

ないと、農家は蛇の生殺しのままですよとい

うこともお話になって、現実的な対応という

ものに切りかえられるべきだというふうに思

っております。それは意見です。答えは要り

ません。 

 

○守田憲史委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○堤泰宏委員 私は地元で、大蘇ダムが出て

いますので、ちょっとお尋ねします。これも

荻野課長のところですかな。 

 

○荻野農村計画課長 はい。 

 

○堤泰宏委員 最初が、これは150億ぐらい

の予算だったですたいね。今はどのくらいで

すか。もう700億ぐらいいっとっとですか。 

 

○荻野農村計画課長 現在600億円弱でござ

います。 

 

○堤泰宏委員 700億はいっとらん。 

 

○荻野農村計画課長 現在595億でございま

す。 

 

○堤泰宏委員 595億ですね。じゃあ、それ

でよかですよ。 

 そうすると、これは受益農家が2,200ヘク

タール、本県は527ヘクタールですけれど

も、2,200ヘクタールとして、農家が1,000か

1,200でしょう、受益農家は。 

 

○荻野農村計画課長 農家数……。 

 

○堤泰宏委員 いや、よかですよ、それは準

備しとんなはらんけん、答えんちゃよかで

す。 

 1,000農家として、それなら600億の事業費

を使ったとするでしょう。そうすると、１件

の農家が6,000万ですよ。私は、１回言うた

んですよね、現場で、大蘇ダムで、いろんな

人が集まったとき。それは、１件の農家に5,

000万、6,000万配ったほうがよっぽど農業振

興じゃなかったかて。緒方課長、おんなはっ

たかな。それぐらいのこれは事業ですよね。

そして、まだ水が漏れよる。１件の農家に5,

000万、6,000万配れば、これは農家は息を吹

き返しますよ。だから、こんな巨費を使って

いつまでも――これは役立たぬというか、そ

ういう僕は反省をせないかぬと思うな。ただ

やりますとかじゃなくてですよ。 

 そして、やっぱりこの農家の人たちに、何

十年と迷惑をかけとるから、断りを一応言う

て、そして、本当ならばこぎゃんだったと、

そして、何で水がたまらぬかと正直に言わん

と、みんな全然理屈はわかっとらんですよ。

何で水がたまらぬか、いつまでも水が来ぬか

と。そして、そのときに30代、40代の人はも

う70、80ですよ。農家は、この水は要らぬと

言っていますもんね。ですから、そういうこ

とを、課長、どぎゃんふうにお考えですか。 

 

○荻野農村計画課長 まず、受益農家数につ

きましては、熊本県と大分県合わせまして現

在1,445名でございます。 

 あと、平成17年に浸透問題というのが起こ

りましたけれども、本来であれば、これは浸

透もなくそのまま10何年の試験湛水で、その
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とおり水が使えれば、阿蘇市、産山村の農業

にとっても非常に役立っておったと思うんで

す。 

 実際、今、実はモデル圃場ということで、

幾つか水を試験的に使っていただいておるん

ですけれども、そこでは、例えばトマトだと

かトルコギキョウ、そういったものでも効果

はあって、水があれば稼げる農業のほうにつ

ながるというようなことは、一部の、ごく一

部でございますが、今成果が出ておるところ

でございます。 

 ですので、熊本県の立場としては、事業の

最初の――第２回計変があったんですが、そ

のときのとおり、今の予算の範囲内できちっ

と所定の当初想定したとおりの効果を出して

もらうというのが、やっぱり基本的な考え方

になると思っています。 

 

○堤泰宏委員 その1,000何百というのは、

事業開始のときの戸数じゃないですか。現在

は専業農家というのはそぎゃんおらぬはずで

すよ。 

 

○荻野農村計画課長 熊本県側では338名

で、大分県側で1,100名で、合わせて1,400名

となっております。 

 

○堤泰宏委員 そぎゃんことを聞いとっとじ

ゃなかですよ。1,400というのは、事業当初

の戸数ですか、今の戸数ですかと。 

 

○荻野農村計画課長 現在の、第２回計画変

更後の受益者数です。現時点です。 

 

○堤泰宏委員 それじゃ、私が現地で聞いと

る数とも格段の差がありますから、それは詳

しくもう一回調べてわしに報告してくださ

い。 

 以上です。 

 

○守田憲史委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○守田憲史委員長 なければ、これで報告に

対する質疑を終了いたします。 

 次に、その他で何かありませんか。 

 

○前川收委員長 先ほどの議論の中にもござ

いましたけれども、ことしから国が始めます

制度、制度の名称は正確には何と言うんだっ

たかな、青年就農給付金事業という事業が始

まって、その内容の中で、先ほどの議論のと

おり、内容をやっぱり変えてもらいたい部分

があると。それから、総額が足りないという

問題、２つの大きな問題があるというふうに

思いますので、その２つの問題を網羅する形

の中で、ぜひ当委員会として、これは国の事

業でありますから、国に対して意見書を提出

していただき、改善をしていただきたいとい

うふうに思いますので、委員長よろしくお願

いします。 

 

○守田憲史委員長 わかりました。 

 今の件で、青年就農給付金事業につきまし

て意見書を提出したいと思いますが、よろし

いですか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○守田憲史委員長 では、そのように取り計

らいます。 

 ほかにありませんか。――なければ、以上

で本日の議題は全て終了いたしました。 

 最後に、陳情・要望書等が２件提出されて

おりますので、参考としてお手元に写しを配

付しております。 

 それでは、これをもちまして第２回農林水

産常任委員会を閉会します。お疲れさまでご

ざいました。 

  午後２時46分閉会 
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